
（千円）

43,678,473 40,817,859

1 保健所の体制強化

①新型コロナウイルス感染症対策として各保健所（政令中核市含む）の電子データと連携し、全県で感染情報を共有する「兵庫県感
染情報共有システム」を構築
②、③システム整備費　50155千円
④地方公共団体、政令・中核市保健所、県健康福祉事務所

R4.4.1 R5.3.31 28,083,000 28,083,000
保健所が保有する感染情報データを集約し、本庁と事務所間
の情報共有を図り、各種調査へ活用するシステムの構築

感染情報をデータベース化し、各種調査への活用や
HER-SYSへの入力を効率化することで、保健所の業務
負担を軽減できる環境を整備した。

2
がんばろう商店街お買い物
キャンペーン事業

①新型コロナウイルス感染症による消費の落ち込みを回復するため、収束期における商店街等が実施するお買い物券・ポイント
シール事業による消費喚起を図ることで、地域商業の活性化を図る
②商品券プレミアム分、ポイントシールプレミアム分、イベント実施費、商品券・参加店マップ等作成費
③@6,000千円×2/3×300商店街等
④商店街等（市町への間接補助）
（任意団体及び商工会等と一緒になって実施する場合を含む）

R4.4.1 R5.3.31 867,985,187 867,985,187 25市町、287団実施
商店街でのお買い物を促進することで、コロナ禍で消費
が低迷する商店街店舗の事業継続を図った。

3
新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金の支給(11
期）

①新型コロナウイルス感染症対策として県の時短要請や休業要請に応じた飲食店等に対して事業者規模別に協力金を支給
②、③
【第11期分】（3/7～3/21（対象：県内全域））
■認証店（中小企業）
ア　通常、午後９時～翌朝午前５時まで営業する店舗が、午前５時～午後９時まで短縮し、かつ、酒類提供を午前11時～午後8時30
分まで短縮
〈支給単価〉　・売上高83,333円以下　25千円　・売上高83,334円超25万円以下　(前年等の1日あたり売上高)×0.3　・売上高25万円
超　75千円
イ　通常、午後８時～翌朝午前５時まで営業する店舗が、午前５時～午後８時まで短縮し、かつ、酒類の提供を終日しない
〈支給単価〉　・売上高7.5万円以下　30千円　　・売上高7.5万円超25万円以下　(前年等の1日あたり売上高)×0.4　・売上高25万円
超　100千円
■非認証店（中小企業）
ウ　通常、午後８時～翌朝午前５時まで営業する店舗が、午前５時～午後８時まで短縮し、かつ、酒類の提供を終日しない
〈支給単価〉　・売上高7.5万円以下　30千円　　・売上高7.5万円超25万円以下　(前年等の1日あたり売上高)×0.4　・売上高25万円
超　100千円
■大企業　※中小企業もこの方式を選択可
アに応じた場合
〈支給単価〉　１日当たりの売上高の減少額×0.4の額（上限20万円又は2019年から2021年までのいずれかの年の３月の1日当たり
の
売上高×0.3のいずれか低い額）
イに応じた場合
〈支給単価〉　１日当たりの売上高の減少額×0.4の額（上限：20万円）
　支給期間　　　　：15日
　支給想定件数　：25,556件
　総支給想定額　：12,076,241千円（県負担：2,415,249千円）
（事後的な確認方法：国への情報提供の本人同意、自治体における調査　等）
④飲食店

R4.4.1 R5.2.8 2,415,178,000 2,415,178,000 支給件数：25,557件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。

4
警察施設衛生環境改善事
業

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大による警察執行力の低下等を予防するため、警察施設のトイレの衛生環境を改善し、トイ
レ内の感染症予防対策を実施。
②警察施設トイレの蓋のある洋式便器への改修費
③・県警本部庁舎・警察署庁舎
　　@490千円×10器=4,900千円
　 ・県警察学校　@490千円×70器＝34,300千円
④兵庫県警察

R4.12.23 R5.3.31 36,660,000 36,660,000

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による警察執行力の低
下等を予防するため、新型コロナウイルス感染症等の予防の
観点から、警察学校の和式便器の洋式便器化35器等の工事
を実施

蓋がなく飛沫を防ぐことができない和式便器を洋式便器
にする改修工事を実施したことにより、衛生環境が改善
され、新型コロナウイルス感染症等の感染要望対策を強
化

5 ＡＩ(Chatbot)・ＲＰＡ導入拡充

①コロナ禍においてICT技術を活用し、接触機会の低減を図るため、ＲＰＡとＡＩ（chatbot）のさらなる導入拡大により、定型業務の自
動化・省力化を一層推進
②ｼｽﾃﾑ開発経費
③・RPA15,609千円 （うち国庫分3,663千円）
　（シナリオ開発(委託)1,320千円+シナリオ開発(流用)2,200千円、資料印刷費等143千円）
　・ＡＩ（chatbot） 20,119千円（うち国庫分8,833千円）
　（システム構築費　8,833千円）
　・一般財源：23,232千円充当
④兵庫県

R4.4.1 R5.3.31 35,398,000 12,496,000
・RPAを13業務で開発支援
・AIチャットボットを３業務開発

庁内業務の自動化及び定型的な問合せの自動応答化に
より、定型業務の作業時間を削減し、効率的な業務執行
を実現した。

6
ひょうごで暮らす体験キャン
ペーン事業

①ポストコロナ社会を契機とした、大都市から地方への移住の動きを確かなものとするため、移住希望者の体験居住を支援
②③県有施設を活用したお試し移住・ﾃﾚﾜｰｸの推進2,612千円
　　県有施設を活用したお試し移住事業を実施するとともに、空家、古民家等を活用してお試し移住支援に取組む市町を支援
　Ａ　県有施設活用
・対象施設　7施設（西はりま天文台公園、波賀の郷、但馬長寿の郷、新たんば荘、いこいの村はりま、赤穂ハイツ、津名ハイツ）
・対象経費　宿泊費、移動費　1,538千円
　Ｂ　市町支援ﾓﾃﾞﾙ事業（５市町）
・対象施設　市町がお試し移住住宅として活用する空き家、古民家、市民農園施設等
・対象経費　宿泊費、移動費　1,074千円
④Aお試し移住希望者、B 地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 1,084,000 1,084,000

県有施設、市町お試し住宅等を活用したお試し移住・テレワー
クの支援を実施。
・期間：令和4年4月1日～令和5年3月10日
・県有施設活用実績：12件（26名）
・市町お試し移住等活用実績：3市町

移住希望者の体験居住の支援や、県市町保有施設の活
用を推進するとともに、本県の移住・定住施策を効果的
にPRすることにより、多自然地域等における本格的な移
住の促進に寄与した。

7
ひょうごマニア利用促進事
業（送料無料CP）

①自前の販売チャネルを持たない生産者に対し、コロナ禍における地域産品の販路拡大を支援
②③県公式オンラインショップ「H5MANIA」で購入された商品購入額が3,980円以上で送料無料、20%割引、e-県民制度と連携した販
売促進　事業費27,672千円
④県公式オンラインショップ利用者

R4.4.1 R5.3.31 26,733,423 26,733,423

県公式オンラインショップ「ひょうごマニア」における、利用促進
キャンペーンを実施
①合計3,980円（税込）以上で送料無料キャンペーン
・期間：令和4年4月27日～令和5年3月28日
・送料無料利用件数：6,104件
②合計3,980円（税込）以上で20％割引クーポンキャンペーン
・期間：令和4年12月4日～令和4年3月28日
・利用件数：4,065件

e-県民制度と連携した販売促進キャンペーンを実施（e-県民
アプリをダウンロードし、e-県民新規会員登録で先着5,000名
に兵庫県産品プレゼント）
・期間：令和4年12月22日～令和5年2月28日

「ひょうごマニア」と兵庫県、楽天、武庫川女子大学で共同プロ
ジェクト授業を実施（ECについての授業、商品ページの企画・
作成・実践販売等）
・期間：令和4年5月16日～令和4年7月22日、令和4年9月26日
～令和4年12月5日

県公式オンラインショップ「ひょうごマニア」の総売上額の
9割以上を送料無料キャンペーン利用分、総売上額の5
割以上を20％割引クーポンキャンペーン利用分が占め、
新型コロナウイルス感染症の影響を受けている出品事業
者の経営継続に寄与した。e-県民と連携した販売促進
キャンペーンでは、e-県民アプリの新規ダウンロード数
が増加した。また、産学官連携の取組により、ひょうごマ
ニアの認知度も向上した。

8
戦略的移住推進事業（住環
境整備）

①新型コロナ感染症を契機に、戦略的に移住者や二地域居住者を迎え入れる地域に対し、計画に基づく住環境整備を支援
②空き家改修費
③住環境整備支援(移住者タイプ)
　　補 助 額 上限5,000千円
　　負担割合 県2/3、市町1/3（義務随伴）
　　3,333千円×1
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
　(ｱ)移住者　　　　※住環境整備支援(移住者タイプ)
　(ｲ)小規模集落　※住環境整備支援(地域タイプ)
　　・戦略的移住の計画に位置づけられた空き家改修
　　・小規模集落への移住者向けの住宅
　　・移住者は若年・子育て世帯または青年
　　・移住者が３年以上継続して居住

R4.4.1 R5.3.31 3,333,000 3,333,000
短期滞在もできる賃貸アパートメントを整備するため、空き家
を１軒改修。

コロナ禍における移住希望者の受入れ地域を支援したこ
とで3組の移住に繋がり、ポストコロナ社会を見据えた地
域創生の推進に寄与した。

9
企業によるローカル５Ｇ導入
支援事業

①ポストコロナ社会を見据えた新産業創出等を目的とした、中小企業等における５G導入及び利活用促進支援
②企業向けセミナーの開催及びコンサルティングの実施
③企業向けセミナー　2,244千円
企業向けコンサルティングの実施　1,100千円
④中小企業等

R4.4.1 R5.3.31 3,344,000 3,344,000

兵庫県立工業技術センター内に整備したローカル５Gの体験・
デモンストレーション設備を活用して、ローカル５Gの活用を進
める企業向けセミナーやコンサルティングを実施。
セミナー・デモンストレーション会の開催（計６回）
コンサルティングの実施（１０回実施）

製造・流通等の現場へのローカル５G導入に必要な知識
等を学ぶ機会の提供により、ものづくりの生産性向上を
支援した。
アンケート満足率（８１％）は前年比と同等であり、新産業
創出等を目的とした利活用促進に継続的に寄与した。

10
行政手続オンライン化推進
事業

①コロナ禍において、新型コロナウイルスの感染拡大の防止を図るため、行政手続きのオンライン化による非接触での申請や業務
遂行を推進
②システム開発及び保守運用
③専用システム　29,462千円
　汎用システム　7,838千円
④行政手続きを利用する住民等

R4.4.1 R5.3.31 37,216,960 37,216,960
非接触による申請及び業務遂行を可能とする行政手続の専
用型の電子申請システム及び汎用型の電子申請システムを
設計、構築

行政手続のオンライン化による非接触で行政手続が行え
るようになった。（R4オンライン化実績：4,844手続）
利用者の利便性向上と職員の事務効率化を進められる
ようになった。

11 県庁WAN回線の増強

①コロナ禍でのリモートワークを促進するため、テレビ会議やＯｆｆｉｃｅ365等のクラウドサービスの利用による通信増大に対応するた
め県庁ＷＡＮ回線の増強等を実施
②県庁ＷＡＮ回線増強、モバイルワーク環境整備
③回線料　79,204千円
④兵庫県

R4.4.1 R5.3.31 78,939,608 78,939,608
県庁舎、県立病院等から兵庫情報ハイウェイのアクセスポイン
ト間の庁内ネットワーク回線を増強

テレビ会議やクラウドサービスの活用により増大する通
信需要に対し、県庁ＷＡＮ回線を増強したことにより、ポ
ストコロナ時代に要求される通信環境が整備できた。

12
県庁モバイルワーク環境整
備事業

①感染拡大防止とポストコロナ時代の働き方改革を推進するため、県庁におけるモバイルワークに必要な環境を整備
②モバイル端末を用いてデータ・システムにアクセスするための通信環境の整備
③モバイルワーク回線料等　31,463千円
④兵庫県

R4.4.1 R5.3.31 31,435,457 31,435,457 モバイルパソコン、タブレット用のモバイル回線を整備
モバイル回線付きのモバイルパソコン、タブレットを利用
することで、場所にとらわれない働き方が可能になり、ポ
ストコロナ時代に要求される通信環境が整備できた。

13
在宅勤務システム基盤整備
事業

①コロナ禍でのリモートワークを促進するため、高度なｾｷｭﾘﾃｨ水準で職場システムにアクセスできる環境を整備し、市町・中小企業
等に無償(期間：３年間)提供することで在宅勤務制度の導入を支援
②保守費用
③運用保守費　89,955千円
④兵庫県・市町・中小企業（約87,000人）

R4.4.1 R5.3.31 89,954,260 89,954,260
県・市町・中小企業等への在宅勤務システム「テレワーク兵
庫」の運用・保守を実施

コロナウィルス感染防止対策としてテレワークの推進に
より、出勤者を削減することができ、感染防止対策の徹
底を図ることにつながった。
テレワーク環境の整備によりポストコロナ社会を見据え
た働き方改革の推進に寄与した。
（令和４年度末時点で、県・市町・中小企業等で合計
62,972名が利用登録済）

14
兵庫情報ハイウェイ利用推
進事業（増強・延伸）

①デジタル化をはじめとするポストコロナ社会に向けた経済構造の転換等を実現するため、兵庫情報ハイウェイの増強の実施
②兵庫情報ハイウェイの増強
③運用保守費　423,522千円
④兵庫県

R4.4.1 R5.3.31 423,522,000 423,522,000
通信需要の増大に対応するため増強した兵庫情報ハイウェイ
の運用・保守を実施

企業誘致や、オンライン教育への活用など、情報化の推
進に活用できるなど、ポストコロナ時代に要求される通信
環境が整備できた。

15
スポーツ分野におけるロー
カル5G等ICT活用支援事業

①コロナ禍における密の回避とスポーツの両立等を図るため、アスリートへの指導や遠隔観戦等の支援システムの導入を促進
②アスリート指導支援システム及び遠隔観戦システムの導入、ローカル５G基地局の運用保守
③アスリート指導支援システム及び遠隔観戦システム6,482千円、ローカル５G基地局4,505千円
④三木総合防災公園のスポーツ施設利用者

R4.4.1 R5.3.31 10,987,000 10,987,000

兵庫県立三木防災公園内にローカル５G等設備を整備し、実
効性が見込まれる４システムを維持管理。
実装内容：新たな観戦システム（１件）
アスリート指導支援システム（２件）
ローカル５Gシステム（１件）

次世代通信技術であるローカル５G等ＩＣＴ技術を活用し、
スポーツ施設・スポーツ分野の課題解決に活用できるよ
うになり、コロナ禍での施設活用に寄与した。
システム利用者目標人数を１６６％と上回り実効性が見
込めた。

16
テレビ会議システム運用事
業

①新型コロナウイルス感染症対策として、人と直接接する機会を減らしつつ、円滑な会議を促進するためテレビ会議システムを運用
②テレビ会議システムの導入経費
③ライセンス　648千円
　保守　110千円　　賃借料　828千円
④兵庫県

R4.4.1 R5.3.31 1,586,000 1,136,000

オンラインによる会議を促進するために拡充したテレビ会議シ
ステム（大型モニタ、専用ソフトウェア等）を運用
全庁で年間4,809回（本庁各課室3,072回、地方機関1,737回。
既存システムの活用を含む。）のテレビ会議を実施

接触回避による感染拡大防止と業務継続を両立するとと
もに、通勤時間や出張による移動時間の縮減等による
ワークライフバランスの実現や生産性向上につながっ
た。
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17
いなみ野学園改修事業（映
像配信デジタル化）

①コロナ禍における学びの継続（分散開講、リモート受講）のための設備整備を行い、安定的・継続的に受講者が安心して学習でき
る環境整備を実施
②施設内映像関係配線設備のデジタル化対応、配信・録画用機器整備及びプロジェクター整備
③施設内映像関係配線設備のデジタル化対応、配信・録画用機器整備及びプロジェクター整備　5,337千円
④（公財）兵庫県生きがい創造協会

R4.12.23 R5.1.4 5,337,000 5,337,000

いなみ野学園について、プロジェクター、天井カメラ、AVミキ
サー等、オンライン配信及び講座の録画に必要な機器を導入
するなど、コロナ禍における学びの継続のための設備を整備
した。

新型コロナウイルスの蔓延防止に起因する休講等に対し
て、新たに講座の録画配信を実施したことにより、柔軟な
受講体制を構築できた。
録画配信による受講を経験した学生のうち、70.7％が満
足と回答するなど、受講者の学びの継続に寄与した。

18
舞台芸術鑑賞機会創出事
業

①コロナ禍で減少した芸術団体の活動や若者の芸術鑑賞の機会を創出
②・公演料（出演料、設備使用料等）助成
　・事業実施にかかる連絡調整員 人件費
　・事務諸経費(コピー用紙代、トナー代、印刷代）
③・33件:15,140千円
　・12ヶ月×@300千円
　・400千円
④（公財）兵庫県芸術文化協会

R4.4.1 R5.3.31 19,140,000 19,140,000 支援事業：33件

座席の一定数を学生向けに無料開放することにより、青
少年に舞台芸術の鑑賞機会を提供することができた。ま
た、公演にかかる経費を一部補助することで、県内アー
ティストの活動促進につながった。

19
自動録音電話機普及促進
事業

①コロナ禍で孤立する高齢者の特殊詐欺対策として、市町が実施する防犯機能を有する自動録音電話機等の普及事業を支援
②65歳以上の高齢者が使用する自動録音電話機等の購入又は貸与に要する費用
③6,500台、【購入】自動録音電話機（上限4,000円）、外付け録音機（上限2,000円）【貸与】外付け録音機（上限1,500円）
予算額：13,650千円
④市町

R4.4.1 R5.3.31 9,173,700 9,173,700
13市町に対して、自動録音電話機等2,428台に要する費用を
補助

特殊詐欺被害の未然防止に寄与

20
医療情報照会システムの整
備

①コロナ禍における接触機会の低減や医療事務の迅速を図るため、県と医療機関との間における調査や申請手続き等の機能を有
する医療情報照会システムを整備
②、③システム導入経費　16,112千円
④システム開発事業者

R4.4.1 R5.3.31 16,112,000 16,112,000
コロナ禍において、県と医療機関（約350機関）の間の調査・回
答、補助金申請等の文書送付・集計等をシステム化し、職員
の事務処理を迅速化を実施

新型コロナウイルス感染症患者及び疑似症患者の入院
受入れに伴う、接触機会の低減や事務の迅速化を図り、
医療提供体制の充実に寄与した。

21
入院病床の確保(空床確保
料・一般医療機関単価増分)

①新型コロナウイルスの感染拡大に備えて、入院病床を確保するため、空床補償経費を支援
②一般医療機関の空床補償に対する上乗せ経費
③重症患者又は中等症患者を受けいれる病床　77千円/床（包括交付金41千円/床との差額(36千円/床)を充当）
その他病床 52千円/床(包括交付金16千円/床との差額(36千円/床)を充当) 　事業費：333,000千円
（事後的な確認方法：国への情報提供の本人同意、自治体における調査　等）
④一般医療機関

R4.4.1 R5.3.31 309,412,000 309,412,000
1医療機関（重点医療機関及び協力医療機関を除く）に対し
て、単価を上乗せして空床補償を実施

重点医療機関、協力医療機関に加え、延べ約7,600床の
病床を確保できた。

22 入院医療機関への支援

①新型コロナウイルス感染症患者への入院治療を行う医療機関に対し、運営に要する経費を支援
②入院治療を行う医療機関の運営に要する経費
③ 4月～9月実績：1,557,000千円（GW加算分含む）
　　10月～3月見込み
　　＠12千円/人・日×153,523人
　　　　　　　　　  　　≒1,843,000千円（年末年始加算含む）
　　事業費　3,400,000千円(1,557,000千円＋1,843,000千円)
④新型コロナウイルス感染症患者の入院治療を行う医療機関
　新型コロナウイルス感染症の疑似症患者の入院治療を行う医療機関

R4.4.1 R5.3.31 3,314,462,000 3,314,462,000 200団体に補助

新型コロナウイルス感染症患者及び疑似症患者の入院
受入れに伴う医療機関の運営費の一部を支援すること
により、入院治療を行うことのできる医療機関の確保に
寄与した。

23 R4.4.1 R5.3.31 28,800,000 28,800,000 補助件数：83団体

新型コロナウイルス感染症患者が急増し、入院病床の運
用がひっ迫した状況のなかで、退院者を受入れた施設に
対し、支援金を支給することにより、その状況の緩和に寄
与した。

24 R4.4.1 R5.3.31 81,800,000 81,800,000 44団体に補助
新型コロナウイルス感染症から回復した患者の入院受入
を行う医療機関の病床を確保し、医療提供体制の充実に
寄与した。

25
発熱等診察検査医療機関
の設置(GW運営支援分)

①新型コロナウイルス感染症のＧＷ（大型連休）中における外来医療体制を強化するため、GWに発熱患者の診療を行う発熱等診
療検査医療機関及び薬局に対し、かかり増しとなる運営経費を支援
②GWに発熱患者の診療を行う発熱等診療検査医療機関及び薬局に対し運営経費を支援
③15千円/日×5,483件
④医療機関・薬局

R4.4.29 R4.5.5 82,215,000 82,215,000
GWに発熱患者の診療・検査を行う発熱等診療検査医療機関
（806カ所）、薬局（約1,400カ所）に対し、かかり増しとなる運営
経費を支援（15千円/日）

医療機関の協力により、GWの診療・検査体制を維持でき
た。

26
後遺症外来対応医療機関に
対する研修事業

①新型コロナウイルスの後遺症対応医療機関の増加を図るため、医師会等と連携した研修会を実施
②研修会開催に要する費用
③@200千円×5回
④医療関係団体

R4.4.1 R5.3.31 1,000,000 1,000,000 兵庫県医師会に補助を行い、研修会を開催（2回実施）
研修会を通じて県内各地毎に新型コロナウイルス感染症
の後遺症に対応できる医療機関を確保した。
協力医療機関数：133医療機関

27 血清疫学調査の実施

①コロナ禍において、兵庫県病院局が、神戸大学と連携し、感染拡大予想地域・規模・収束に要する期間等を分析するため、抗体
保有者の調査・研究を実施する事業に対して補助
②検査試薬の購入費、人件費(委託先職員分）
③2,000万円×１カ所
④兵庫県病院局、神戸大学

R4.4.1 R5.3.31 20,000,000 20,000,000
神戸大学及び兵庫県病院局の共同研究に対して、兵庫県病
院局に補助を実施

新型コロナウイルス感染症の流行抑制に向けた専門家
からの知見が提供された。

28
保健所体制の強化(入院後
治療情報)

①コロナ禍において、感染情報共有システムの情報に加え、入院後の治療情報を把握するため、県立病院の体制を強化
②情報入力等に必要な人件費
③@500千円/人・月×2病院×6ヶ月
④県立病院

R4.4.1 R5.3.31 6,500,890 6,500,890
小児入院病院から新型コロナウイルス感染症入院患者の治
療情報等を収集し、分析を実施

分析結果について、小児入院病院等に還元するととも
に、県の対策に反映した。

29
新型コロナウイルス感染症
対策協議会開催

① 新型コロナウイルス感染症対策について専門家に助言を求め、感染症対策機能を強化する
②兵庫県感染症対策アドバイザーへの報酬等
③＠500千円×1回
④感染症対策課

R4.4.1 R5.3.31 332,712 332,712

感染症対策アドバイザーを委嘱し、新型コロナウイルス感染症
対策について助言を得た。
感染症対策本部会議への出席：７回
個別事業への助言：10回

専門家の意見を県の新型コロナウイルス感染症施策に
反映させ、対策を進めた。

30
検査拡大時の無料検査(検
査促進枠地方負担分)

①コロナ禍において、緊急事態宣言時など感染拡大の傾向が見られる場合において、検査を希望する無症状者等に対して、無料検
査を実施
②検査費
③PCR検査等　   検査件数　約53万回
　　　　　　　　　　　所要額　5,081,300千円
　抗原定性検査   検査件数　約26万回
　　　　　　　　　　　所要額　1,053,400千円
  6,134,700千円×2/10＝1,226,940千円
④検査実施事業者

R4.4.1 R5.3.31 1,021,282,000 1,021,282,000
検査を希望する無症状者等に対し無料検査を実施。
【PCR検査】　約49万件
【抗原検査】　約22万件

検査を希望する無症状者等に対し、無料検査を実施する
ことで、県民の感染不安の軽減に寄与した。

31 人権相談充実強化事業

①コロナ禍での誹謗中傷等の人権問題に対する相談体制の強化
②弁護士会への相談業務委託料,回線使用料
③弁護士会への委託@11,000円×2ｈ×52週、
　相談員報償費@4,100円×3H×52週
　旅費@3,700円×1回／月×12月×2名
　回線使用料　134,000円
　(一般財源：751千円充当)
④(公財)兵庫県人権啓発協会

R4.4.1 R5.3.31 2,007,000 1,256,000

新型コロナウイルス感染症に関する差別的扱いやインター
ネット上の誹謗中傷等の人権侵害に対する司法的救済を実施
する専門相談窓口を設置
○体制　弁護士による電話・面談対応
　　　　　　電話：週１回、２時間
　　　　　　面談：予約制

専門家による相談窓口の設置により、相談者の負担軽
減に寄与した。

32
社会福祉施設等への応援
職員派遣支援事業

①コロナ禍において、感染者が発生し、職員の不足が生じた施設等へ協力スキームを活用して応援派遣した施設（派遣元）に対し、
協力金を支給
②協力金
③@13千円×150日≒2,000千円
④社会福祉施設等

R4.4.1 R5.3.31 286,000 286,000
協力スキームに基づき応援派遣した社会福祉施設等8体に対
して、協力金を支給

協力スキームに基づく応援派遣を実施することにより２
法人の事業継続に寄与した。

33
介護が必要な感染高齢者等
に対するフォローアップ体制
強化事業

①コロナ禍において、介護が必要な在宅高齢者・障害児が感染した場合において、入院前後の自宅療養期間中に、事業所等が当
該高齢者・障害児に行う必要なサービスの提供に対し、協力金を支給
②協力金（介護・障害ｻｰﾋﾞｽ事業所等を利用している感染高齢者・障害者及び介護・障害ｻｰﾋﾞｽ事業所等を利用していない感染高
齢者・障害者への対応経費）
③サービス利用者
【介護】
246千円×110人≒27,060千円
【障害福祉】
180千円×185人≓33,257千円
　・サービス未利用者
【介護】
452千円×5人＝2,260千円
【障害福祉】
400千円×10人＝4,000千円
④介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所、 地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 225,997,000 225,997,000
支援が必要な在宅高齢者・障害者が新型コロナウイルスに感
染し、入院するまでの自宅療養期間中、必要なサービスを提
供した、延べ139団体へ協力金を支給

コロナに感染した場合でも、介護・障害福祉サービスの
提供を必要とする方が、適切にサービスを受けることが
できた。

34
高齢者施設等への従事者に
対するPCR検査

①コロナ禍において、高齢者が長期入所する施設に加え、その他の高齢者入所施設及び障害者入所施設において、感染を早期に
発見し、事業継続を支援するため、その従事者に対するPCR検査を全額公費により集中的に実施
②施設従事者に対する検査費用
③@4.5千円×約22,800人×1.1＝113,000千円
④高齢者施設・障害者支援施設

R4.4.1 R4.6.30 112,869,900 112,869,900
高齢者施設及び障害者支援施設等の従業者等に対し、核酸
増幅検査を実施
検査件数：20,701件

高齢者施設及び障害者支援施設等の従業者に対し、積
極的に検査を行うことで新たなクラスターの発生を抑制
し、地域に潜在する感染者を早期に発見することにより、
施設職員の不安解消や入所者家族等が安心できる施設
運営に寄与した

35
補聴器購入費助成モデル事
業

①コロナ禍により高齢者の社会参加活動が低下していることを踏まえ、補聴器装用のニーズや社会参加活動の状況等を把握する
ための調査を実施することとし、調査参加者に補聴器購入費を補助
②補聴器購入費、事務費
③@20千円×400人、人件費(会計年度任用職員分)・印刷費等2,836千円
④高齢者

R4.4.1 R5.3.31 12,014,865 10,836,000

補聴器装用のニーズ、社会参加活動の状況等を把握するた
め、アンケート調査に協力することを条件として補聴器購入者
406人に補助金を交付
補助対象者に補聴器の使用前・後にアンケート調査を実施

補聴器使用と社会参加活動との関連性を調査するため
のデータを収集できた。

36
大学連携新人看護職員研
修支援事業

①コロナ禍の影響により、新人看護職員の経験不足や不安解消のため、大学と医療機関との連携を支援し、新人看護職員卒後の
臨床研修を充実
②講師謝金、研修資材費等
③592千円（5機関）
④医療機関

R4.4.1 R5.3.31 378,000 378,000 4団体に補助
コロナ禍において、基礎教育の状況を把握している大学
と臨床現場の連携を支援することで、新人看護職員卒後
臨床研修の充実を図った。

37 しごとツーリズムバス

①新型コロナウイルスの影響で外出自粛等により制限されていた校外学習の機会を確保し、小中学生がものづくり体験やしごとに
関する学習を円滑に進めるため、県内の施設や工場等に行く際のバス借上げ費用を助成
②バス借上費
③@25千円×199台
④中学校、地域団体等

R4.4.1 R5.3.31 4,875,000 4,875,000

一般枠
・利用団体数：１２団体
・実施台数：２１台
ものづくり体験学習枠
・利用団体数：６４団体
・実施台数：１７４台

新型コロナウイルスの影響で制限されていた校外学習の
機会の確保に貢献し、県内企業、施設・工場等でものづく
り現場の見学や、ものづくり体験館における体験学習の
利用を通じて、小中学生の職業観や勤労意識の醸成を
図ることができた。

38
起業家支援事業（ポストコロ
ナ枠）

①-1ポストコロナ時代の地域経済再生・活性化に資する事業を支援
①ｰ2コロナ禍で困難に直面し、再起業を目指す事業者を支援
②起業経費(事務所開設費、初度備品費、広告宣伝費等）、空き家改修費（水回り等改修費）
③起業家支援：①ｰ1、①ｰ2ともに　補助上限@1,000千円（補助率1/2）×30件＝30,000千円  　計60,000千円
　空き家活用：補助上限@1,000千円（補助率1/2）×6件＝6,000千円
④県内で起業・第二創業をめざす者

R4.4.1 R5.3.31 50,355,000 50,355,000
ポストコロナ時代の地域経済再生・活性化に資する事業を新
規起業する者29件を支援
コロナ禍で困難に直面し、再起業を目指す事業者26件を支援

支援した起業者による地域への経済効果約4.9億円（※
R4年度売上高）
36名の雇用を創出

39
ポストコロナ再チャレンジ起
業家育成支援事業

①コロナ禍により起業に関する困難な経験を活かして再チャレンジをめざす起業家を支援
②アクセラレーションプログラム（事業実現のための集中プログラム）の実施
③プログラム実施事業者に事業委託（@20,000千円、参加者20名程度を予定）
④コロナ禍により起業に関する困難な経験を活かして再チャレンジをめざす起業家

R4.4.1 R5.3.31 18,593,904 18,593,904 10名の再起業・事業計画策定を支援

コロナ禍等による廃業・事業転換を経験した者に対して
経営相談・経営支援講座等を提供するとともに、再起業
事例の公表や支援者コミュニティ創設によって地域の再
起業の機運醸成、再起業者への理解を深めた

①新型コロナウイルス感染予防や感染拡大対応に備えた医療提供体制強化のため、転院受入れ及び社会福祉施設への入所が必
要な場合の退院受入れを支援
②受入支援にかかる経費
③100千円×790人≒79,000千円  ※医療機関分のみ
④医療機関、社会福祉施設

転院受入医療機関等への
支援



No. 効果

うち交付金額

交付対象事業の名称 実施状況
事業
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事業
終期

総事業費事業の概要

40 R4.4.1 R5.3.31 1,051,799,748 1,051,799,748
新型コロナウイルス感染症の影響により悪化した雇用情勢に
対し、離職を余儀なくされた労働者等に対して、直接雇用や公
募提案型民間委託等により雇用・就業機会を創出。

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、離職を余儀
なくされた労働者666人の雇用に寄与した。

41 R4.4.1 R5.3.31 7,118,180 7,118,180

新型コロナウイルス感染症の影響により悪化した雇用情勢に
より離職を余儀なくされたり、就職が困難な労働者等に対し
て、「森林大学校運営支援事業」を実施し3名の雇用の機会を
創出。

「森林大学校運営支援事業」を実施するため3名を雇用
し、コロナ離職者等の経済的・精神的な支援につなげ
た。

42 在籍型出向等支援事業

①新型コロナ感染症の影響を受けた労働者の雇用継続を図るため、一時的に人手余剰となっている事業主から人手不足の事業主
へ期間限定で在籍型出向等を行うワークシェアを推進
②在籍型出向・副業等マッチングサイト管理費、推進員配置、専門相談経費、PR経費等
③サイト管理費、推進員配置、専門相談経費、PR経費等 4,000千円
④兵庫県雇用開発協会

R4.4.1 R5.3.31 4,000,000 4,000,000

「ひょうごワークシェアサイト」を開設
本制度・サイトのチラシを各経済団体等に配布し周知
在籍型出向・副業等の求人を計112社、494人分登録し、サイト
に掲載

在籍型出向のマッチングが、送出企業1社、受入企業1社
計2名で成立した。
また、人手不足企業と離職者等個人のマッチングが、16
社26名成立した。

43
ひょうごツーリズムバス実施
事業

①コロナ禍でバス需要が減少していることを踏まえ、県外からの来訪客の誘客を促進
②③　日帰り　@15千円×488件＝7,320千円
　　　　宿泊　　@30千円×512件≒15,353千円
　　　　計　22,673千円
④旅行事業者

R4.4.1 R5.3.31 18,495,000 18,495,000 実施台数：841台
県内観光地を周遊するバス料金の一部助成を行い、県
内観光需要の喚起とPRに寄与した。

44
中小企業経営改善・成長力
強化支援事業

①新型コロナウイルス感染症対応資金の融資を受けた中小企業者等に対し、県・金融機関が協調して伴走支援を実施し、事業者
の経営改善・成長力強化を促進
②経営改善・成長戦略計画の策定・フォローアップに係る経費（補助金）
③事業費
　支援対象事業者1事業者当たり200千円✕県負担割合1/2＝100千円（単価）
　単価100千円✕支援予定事業者数12,000者＝1,200,000千円
・事務費
　連絡調整費等　1,000千円
④新型コロナウイルス感染症対応資金の取扱金融機関

R4.4.1 R5.3.31 1,199,163,022 1,199,163,022
金融期間による伴走支援事業者数　12,241者
（金融機関が自主的に支援を行った事業者を含む（250者））

各金融機関が、一事業者あたり平均18回の訪問相談等
を実施した他、他支援機関と積極的に連携を行うなど、
ゼロゼロ融資の融資残高を有する中小企業者の経営改
善に寄与した。

45
ひょうごで働こう！合同企業
説明会等事業（コロナ就職
氷河期対策）

①新型コロナ感染症の防止を図りつつ、大学卒業時の地元就職と県外からのUJIﾀｰﾝを促進するため、合同企業説明会を開催
②HP作成・保守管理費、WEB会議システム運営費、企画広報費
③WEB合同企業説明会1回　5,060千円
　 対面合同企業説明会2回　5,802千円
④民間事業者等

R4.4.7 R5.3.31 10,862,000 10,862,000
・5月・6月・10月・12月に開催
・出展企業：延べ109社
・参加者：延べ245人

説明会をきっかけとした書類応募・面接・内定数は114人
/25社
コロナ禍によりマッチング機会が少なくなっていたが、
様々なアプローチによりマッチング機会を創出することが
できた

46
テレワーク導入支援助成事
業

①新型コロナウイルス感染症影響の長期化やポストコロナ社会を見据え、より一層のテレワーク導入を促進するため、導入経費の
一部を助成
② テレワークシステム導入経費
③〔24,055千円(支給決定済)〕＋〔312,402円(R4平均単価)×20件(見込件数)〕　30,303千円
④常時雇用労働者が300人以下の企業

R4.4.1 R5.3.31 30,053,000 30,053,000 支給件数：100件
テレワーク導入による中小企業の多様で柔軟な働き方の
推進に寄与した。

47
ひょうごテレワークサポート
センターの設置・ワーケー
ションの推進

①コロナ禍において、ワーク・ライフ・バランスの全県的な取組にあたり、テレワークの導入を支援するためのサポートセンターの設
置やワーケーションを推進
②ICTアドバイザーの設置、ワーケーションの普及啓発および専門家派遣
③ICTアドバイザー人件費・活動費（委託先職員・2名分）10,254千円  体験相談会 268千円
ワーケーションの推進 766千円
④県内中小企業

R4.4.1 R5.3.31 11,288,000 11,288,000 ICTアドバイザー派遣件数：159件

ICTアドバイザーによる企業ヒアリングによってニーズを
把握し、テレワークの導入のほか、ニーズに応じたICTシ
ステムを提案することによって多様な働き方推進や労働
環境の改善に寄与した。

48
商店街お買い物アシスト事
業

①コロナ禍における買い物弱者対策と新型コロナ収束後を見据えた新規顧客の獲得による商店街の活性化を図るため、ECサイトを
活用した共同宅配、移動販売、ご用聞き・共同宅配、買い物送迎車の運行、高齢者等の買い物サポートを支援
②専門家謝金、店舗賃借料、消耗品等
③15,448千円（６件新規３件、継続３件）(事業費：4,104千円)
④商店街・小売市場、商工会・商工会議所、商業者グループ

R4.4.1 R5.3.31 3,260,000 3,260,000 ４団体に補助
商店街等が実施するご用聞きや宅配事業等の地域住民
の買い物をアシストする取組を支援することで、コロナ禍
における地域経済の活性化に寄与した

49
産業立地促進事業（サプラ
イチェーン強化・再構築対応
型企業向け）

①新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の拡大に伴い脆弱性が顕在化したｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの強化・再構築に取り組む企業を対象とした補助を通じ、生
産拠点の兵庫県内回帰を促し、産業活性化や雇用創出を図る。
②設備投資や雇用に対する補助金
③交付申請予定事業者に対して事前確認した事業費に補助率を乗じて下記のとおり算出
・設備投資補助：２社（79,230千円）
・雇用補助：１社（4,950千円）
④生産施設を新たに兵庫県内で整備する者等

R4.4.1 R5.3.31 60,514,137 60,514,137
神戸市西区に本社を有する企業１社に対し、同市内にPCR検
査に用いる製品を製造する工場の立地に要する経費の一部
を補助

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い逼迫する需要
に応じた生産能力向上に寄与した（本件工場新設に伴い
PCR検査キットを1,500万個/月増産予定）。

50
ｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍﾟｰｽ開設支援事
業（ハード型）

①コロナ禍において、地域における起業拠点を創出するとともに、テレワーク・副業等の多様な働き方に対応するため、コワーキング
スペースの開設を支援
②コワーキング施設開設に係る建物改修費等補助
③建物改修費・事務機器取得費補助：上限6,500千円×1/2(県補助分）5件
④県内で新たにコワーキングスペースを開設する者

R4.4.1 R5.3.31 10,823,420 10,823,420 4件のコワーキングスペース開設支援を支援
コロナ禍をきっかけに高まったテレワーク等多様な働き
方のニーズに応え、地域での働く場・創業支援拠点の創
出に寄与

51
ポストコロナ海外新展開支
援事業

①ポストコロナのビジネス環境への対応を図るため、既に海外展開中の県内中小企業の新たな海外事業転換に向けた戦略立案や
実証の取組を支援
②渡航・滞在費、通訳費、調査委託料等（補助金）
③@1,000千円×1/2(上限500千円)×5件
④（公財）ひょうご産業活性化センター

R4.4.1 R5.3.31 2,151,000 2,151,000
県内中小企業等から18件の申請があり、5件を採択・事業実
施。

海外ビジネス展開の促進が制限される中、県内中小企
業等に対して、新たな海外事業転換に向け必要な戦略
立案や実証を後押しすることにより、コロナ禍での海外展
開に寄与した。

52
中小企業越境EC等出展支
援事業

① 県内中小企業者等がコロナ禍における販売経路拡大を目的に取り組む、越境ECによる海外展開を支援
②  越境ECに係るモール出店・サイト及び決済口座等開設・コンテンツ制作・マーケティング・広告・コンサルタント費等海外展開に要
する経費（補助金）
③ @1,000千円×1/2(上限500千円)×10社
④ （公財）ひょうご産業活性化センター

R4.4.1 R5.3.31 3,829,000 3,829,000
県内中小企業等から19件の申請があり、10件を採択・事業実
施。

コロナ禍により、海外渡航を伴う海外ビジネス展開の促
進が制限される中、県内中小企業等に対して、新たな手
法による海外ビジネスへのチャレンジ機会を創出し、そ
の取組を後押し、コロナ禍での海外展開に寄与した。

53
ひょうご産業SDGｓ推進宣言
事業

①ポストコロナ社会で、より企業に求められるSDGs の達成に向けて、取組を行う中小企業の推進宣言登録制度の実施や、宣言企
業等の取組を支援
②専門家等派遣謝金、旅費、普及啓発セミナー開催経費、広報費（補助金）
③専門家経費9,150千円、セミナー経費1,173千円、広報費等1,139千円
④ひょうご産業活性化センター

R4.4.1 R5.3.31 10,358,737 10,358,737 宣言企業数：391社
令和４年度の当初計画（200件）を実績が大幅に上回って
おり、県内企業のSDGsの取組に対する意識醸成が図ら
れた。

54 地場産業SDGs推進事業

①ポストコロナ社会を見据え、SDGsの視点から地場産業のブランド価値を高め、地場産品の魅力向上を図るため、産地組合による
SDGsへの取組を支援
②SDGs実施計画の策定、実施に向けての準備に要する経費、SDGsの実践の取組に要する経費（補助金）
③@3,000千円(定額)×12件
④産地組合(SDGs宣言を行った産地に限る)

R4.4.1 R5.3.31 29,025,129 29,025,129
SDGｓ宣言を行った13の産地組合に対して、SDGｓ実施計画の
策定や、SDGsの実践の取組に要する経費を補助

産地組合によるSDGsへの取組支援を通じて、SDGsの視
点から地場産業のブランド価値・魅力向上に寄与した。

55
中小企業DX人材育成リカレ
ント教育事業

①ポストコロナ社会の中で着実に成長していくため、不足するDX 人材を社員教育で育成する中小企業を支援
②カリキュラム受講料補助及び新規コンテンツ作成等（補助金）
③AI 活用人材育成プログラム受講料補助　4,200
新規コンテンツ作成等　5,900
④兵庫工業会

R4.4.1 R5.3.31 8,623,073 8,254,573 ・プログラム受講件数：269件
受講者へのアンケートで、自社内のDX取組・導入有り
（予定含む）とした回答が71.4%となっており、各社でのDX
推進に寄与した。

56
成長産業試作開発支援事
業

①ポストコロナ社会を見据え、成長産業分野への県内中小企業の参入を促進し、成長産業の集積を促進するため、新製品の社会
実装をめざす県内中小企業を支援
②新製品の試作開発経費（補助金）
③@6,000千円×1/2(上限3,000千円)×10件
④NIRO(新産業創造研究機構）

R4.4.1 R5.3.31 20,953,527 20,953,527
ポストコロナ社会を見据えて、新製品の社会実装をめざす県
内中小企業の成長産業分野の試作開発を支援
　支援件数10件

圧縮水素運送トレーラ用自動容器元弁やC02排出量削
減のための軽量スパウトの試作開発など、ポストコロナ
社会に対応した成長産業の進展に寄与した。

57
ユニバーサルツーリズム推
進事業

①コロナ禍で需要が大きく消失した観光産業の成長を図るため、人材育成、情報発信等によりユニバーサルツーリズムを推進
②③
・コンシェルジュ育成研修、おもてなし力向上研修（旅費、謝金等）3,467千円
・ひょうごUT推進連絡会の運営（旅費、謝金等）418千円
・モニターツアーの実施（旅費等）　3,184千円
・ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾂｰﾘｽﾞﾑの推進に関する検討会（旅費、謝金等）785千円
・情報発信冊子・動画の制作、WEBサイト強化（制作費等）2,492千円
④観光関係事業者、福祉関係事業者等

R4.4.1 R5.3.31 9,656,087 9,656,087

・コンシェルジュ育成研修修了者：17人
・おもてなし力向上研修等への参加者数：286人
・モニターツアー実施：4回
・検討会開催：4回

人材育成等による観光関連事業者の受入体制の充実
や、モニターツアー等による情報発信を行うことで、ユニ
バーサルツーリズムの推進に寄与した。

58 新観光戦略推進事業

①コロナ禍によるインバウンドの消失や旅行志向の変化等に対応し、ポストコロナ社会を見据えた誘客拡大を図るため、新たな観光
戦略を策定
②③
・戦略策定会議（旅費、謝金等）733千円
・観光地魅力度調査（モニター調査経費等）1,350千円
・アニメツーリズム検討会（旅費、謝金）42千円
④地方公共団体等

R4.4.1 R5.3.31 1,167,449 1,167,449
・戦略策定会議の開催：３回
・観光地魅力度調査（QRコード調査）回答数：2,816件

県内観光産業の回復と持続可能な観光地域づくりを目
指し、新たに「ひょうご新観光戦略」を策定した。

59
大阪･関西万博を見据えた
水上交通観光圏の形成

①インバウンドの本格回復に向け、水上交通観光圏を形成し、近隣府県と連携した兵庫周遊等を促進
②③
・モデルツアー造成　2,908千円
・ファムトリップ、モニターツアー実施　6,383千円
・動画制作　2,178千円
・情報発信　2,298千円
・コロナ対策　545千円
・報告書作成等　164千円
・船運航費　3,388千円
・プロジェクトチーム設置費　397千円
④旅行事業者

R4.4.1 R5.3.31 18,261,000 18,261,000
・高付加価値旅行者層向けツアー造成：2件
・ファムトリップの実施：2回
・宣伝商材の作成・販売支援等

クルーズ船やチャーターヘリを使った高付加価値旅行者
層向けツアーを造成・販売することで、万博を見据えたイ
ンバウンドの県内誘客を促進した。

60
ふるさと桜づつみ回廊プロ
ジェクト

①コロナ禍において、インバウンド観光の需要回復を図るとともに、近隣府県と連携して、本県の瀬戸内海から日本海まで周遊・滞
在するインバウンド向け広域ルートを開発
②③
・回廊ルートの現地調査（委託先職員の人件費、旅費等）1,268千円
・植樹者ヒアリング（委託先職員の人件費、旅費）317千円
・ルート制作・報告書作成、動画制作　1,980千円
　　＝3,603千円－38千円（一般財源38千円充当）＝3,565千円
④旅行事業者

R4.6.6 R5.3.31 3,601,500 3,564,000

・現地調査の実施
・植樹者ヒアリングの実施
・専用ウェブサイトの作成
・モデルツアーの開催

ふるさと桜づつみ回廊の観光資源化に向けた現状・課題
を把握するとともに、ウェブサイトの作成等による情報発
信を行った。

61
インバウンド再開を見据えた
海外プロモーション

①コロナ禍において、インバウンド再開を見据えて、ひょうごの魅力を発信し、認知度向上等を図るための海外プロモーションを実施
②③
・2025年大阪・関西万博を見据えた
　インバウンド向けプロモーション　19,850千円
・着地型観光ｶﾞｲﾄﾞの強化・育成　　　　650千円
・中国向けｵﾝﾗｲﾝﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ　　　　　　4,000千円
・ﾂｰﾘｽﾄ・ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝﾃﾞｽｸの運営　12,500千円
・JNTO、関西観光本部、せとうちDMOとの連携
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝40,000千円
④ひょうご観光本部

R4.4.1 R5.3.31 38,425,280 38,425,280

・訪日高付加価値旅行者向けコンテンツ開発：２ツアー
・着地型観光ガイドの育成に向けたモニターツアーの開催：２
回
・中国市場向けSNSを活用したオンラインプロモーションの実
施：記事の制作、バナー広告配信
・Facebook等SNSによる情報発信

インバウンドの本格回復を見据えた受入環境を整備する
とともに、本県誘客に向けた情報発信を実施した。

①新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、離職を余儀なくされた労働者等に対して、次の雇用までのつなぎの雇用を創出
②県で雇用する会計年度任用職員及び委託先職員の人件費（報酬、共済費等）、備品リース費等
③人件費（県で雇用する会計年度任用職員及び委託先職員）957,000千円、事業費521,000千円
④新型コロナウイルス感染症関係失業者等（直接・委託）

緊急対応型雇用創出事業



No. 効果

うち交付金額

交付対象事業の名称 実施状況
事業
始期

事業
終期

総事業費事業の概要

62
観光・特産品の首都圏プロ
モーション事業

①コロナ禍により打撃を受けた県内観光・地場産業等の需要回復に向け、上質かつホンモノ志向の｢ひょうごブランド｣確立を図るた
め、新たな観光・特産品の首都圏プロモーションをモデル事業として実施
②③
・県内特産品の販売・展示を通じた兵庫ブランドの構築（平台什器借上、マーケティングデータ取得等）　7,456千円
・新たな県産ブランド品の開発支援（商品選定等）　858千円
・兵庫ブランドをアピールする万博を見据えた首都圏プロモーション（販売コーナー、観光ＰＲコーナーの設置等）　2,318千円
・東京県人会ＰＲ経費　318千円
　　＝10,988千円－2,356千円（特定財源（事業者負担）2,000千円充当、一般財源356千円充当）＝8,632千円
④東京都内セレクトショップ等

R4.5.31 R5.3.31 10,982,500 8,627,000

・期間：令和4年7月～令和5年1月
・内容
①都内セレクトショップ3店舗での県特産品のテスト販売：参加
事業者数164社（延べ）、商品数561品（延べ）
②販売結果のフィードバック
③大規模展示会への出展：参加事業者11社
④東京兵庫県人会への出展

県産品購入者アンケート結果において、兵庫のイメージ
が良くなったと9割以上の回答を得るなどHYOGOブランド
の確立に寄与した。

63
都市農村交流バス運行支援
事業

①都市農村交流を行うことで新型コロナウイルスの影響により需要の落ち込んだ地域観光の再生を図る
②バス等経費助成金等
③バス等助成費　3,341千円、資料作成費　500千円
④県内小中学校、生産者グループ、市町、農村ボランティアグループ等

R4.4.1 R5.3.17 2,991,000 2,991,000
都市農村交流バスの運行支援に要する経費を補助し、バス78
台（2,446人）の運行経費に対し助成。

新型コロナウイルス感染症の影響により需要の落ち込ん
だ地域観光への支援するとともに、農林水産業・農山漁
村への理解促進を図ることを目的に都市農村交流バス
の運行支援を実施したことにより、対前年比バス台数
170%、利用人数150％増加した。
参考：R3：46台（1,632人）

64
都市公園を活用した園芸療
法ストレス軽減事業

①コロナ禍におけるストレス軽減等心理面での健康維持・向上のため、都市公園での園芸療法講座やイベント等を実施
②事前研修、効果検証機器購入、実践講座・イベント出展経費・PR活動費
③事前研修×１回＝７３千円
　リストバンド型活動軽量×１０台＝３０８千円
　クラウド送信機×１台＝３８千円
　ストレス評価質問紙＝７千円
　感情分析×１ヶ月＝６６千円
　実践講座・イベント出展経費×６回＝２６１千円
　PR活動イベント出展等×３回＝４４７千円
④公園利用者、イベント参加者、県立都市公園、他府県集客イベント、淡路景観園芸学校

R4.4.1 R5.3.31 1,199,098 1,199,098

舞子公園（R4.10.23.）、あわじグリーン館（R4．10.30.）にて兵庫
県園芸療法士による「セルフ・ヒーリング講座」と淡路景観園芸
学校園芸療法課程教員による受講者のストレス評価を実施
（定員計35名. 申込35名. 参加34名）
園芸療法PR用イラストパネルを作成し上記講座、兵庫防災
フェスタ、明石公園、西播磨リハビリテーション病院に出展した

両セルフヒーリング講座参加者34名の講座参加前後の
心理的ストレス検査では、講座後にストレス総合点が減
少した人は34名中33名（97.1％）で、統計的にも有意なス
トレス軽減が認められた
公園・温室自由散策時とマインドフルネス実施時間帯で
は、後者で心拍数の顕著な低下が統計的にも認められ、
セルフヒーリングのために立ち止まりゆっくりと植物を見
る時間を取り入れることの効果が認められた
アンケートでは参加者から大変好評を得て園芸療法士や
園芸療法課程のPRとなった。講座受講者のうち２名が、
園芸療法課程受験、２名とも合格となった
この講座の実施が翌年度の講座開催につながり、R5に
は、舞子公園、あわじグリーン館、明石公園の３カ所にて
春、秋、計６回の講座を開催することとなった

65
県立学校授業料等学校徴
収金徴収・管理システムの
整備

①コロナ禍における接触機会の低減やアフターコロナを見据えて、業務のデジタル化及び効率化を図るため、県立学校の授業料等
徴収管理事務の全県統一システムを整備
②システム開発費
③システム開発一式　 11,506千円
④県立学校

R4.11.25 R5.3.31 11,506,000 11,506,000 県立学校授業料等学校徴収金管理システム開発を行った
システム開発を行うことにより、コロナ禍における接触機
会の低減を図るとともに事務の効率化、業務の負担軽減
を図った。

66
教員採用試験合否結果等
閲覧システムの整備

①コロナ禍における接触機会の低減及びアフターコロナを見据えて、教員採用試験において従前郵送（受験者に切手を貼付させて
回収）により行っていた合否結果の通知等をデジタル化し、オンラインで閲覧できるシステムを整備することで、感染リスクの低減、
受験者の利便性向上、業務の効率化を図る。
②システム開発費、保守・運用費
③システム開発　1,425千円、保守・運用335千円
④交付対象：教員採用試験実施者、利用対象者：教員採用試験受験者

R4.4.1 R4.7.29 1,760,000 1,760,000
教員採用候補者選考試験の合否結果通知をweb上で行うた
め、システムを構築した

システムを整備したことで、書面の郵送等がなくなり、受
験者との接触機会が減少し感染防止対策につながるとと
もに、経費や業務時間の削減につながった。

67
教育情報ネットワークの運
用[R2コロナ対策整備分
1Gbps]

①コロナ禍及びアフターコロナにおいて、オンライン授業等が安心安全に行えるネットワークを構築するために整備を行った教育情
報ネットワークの維持
②県立学校ネットワークの維持に係る回線利用料等
③年額：203,330千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 203,330,000 203,330,000

BYOD導入による県立学校での１人１台端末整備による通信
量の大幅な増加や個人情報流失防止、ウイルス等の攻撃など
に対応した安心安全なネットワークを維持した。（県立学校163
校）

コロナ禍及びアフターコロナにおいてネットワーク通信量
が増える中、安心安全なネットワーク環境を活用し、オン
ライン授業、会議等ICTを十分に活用した教育活動を展
開した。

68
著作権法改正 授業目的公
衆送信補償費

①著作物の授業目的の公衆送信について、教育機関設置者が補償金を支払うことが制度化されたため、コロナ禍及びアフターコロ
ナにおいて、オンライン授業等が安心安全に行えるよう、ＩＣＴを活用した学習で必要となる補償金を支払う。
②授業目的公衆送信補償金
③年額：36,783千円
　 高等学校  33,775,290円、特別支援学校　612,120円、
   中等教育学校）  138,660円、過疎地域割引  ▲1,196,579円、消費税  3,452,607円
④ 県立学校生徒

R4.4.1 R5.3.31 36,782,096 36,782,096
オンライン授業等が安心安全に行えるよう、ICTを活用した学
習で必要となる補償金（県立学校163校）の支払いを行った。

補償金を支払うことにより、コロナ禍及びアフターコロナ
において、オンライン授業等が安心安全に行えるよう、
ICTを活用した教育の推進を図った。

69
電子入札共同運営システム
参加事業

①事業者の利便性と事務の効率化を図るとともに、接触の機会を減らし、新型コロナウイルス感染症対策を推進
②電子入札システム維持に係る経費
③システム運用負担金　660千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 660,000 660,000
令和４年１月より、160万円以上で入札を実施する物品購入に
おいて、入札業務の電子化を実施
令和４年度では、50件実施

入札参加業者が来庁する必要がないため、コロナ渦にお
いても円滑に入札業務を実施でき、書類の印刷や郵送
送付等が不要となる等、事務の効率化や入札参加業者
の利便性が向上

70
警察官採用活動充実強化
事業（WEB採用説明会）

①新型コロナウイルス感染症拡大防止の影響により採用説明会が開催できない等、採用活動に支障が生じていることから、ICTを
活用した採用活動を推進
②WEB採用説明会維持に係る経費
③システム利用料、回線使用料　　161千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 160,000 160,000
令和３年12月より、「兵庫県警察PRLive」として、警察官採用
等の情報をライブ配信する無料のオンライン説明会開催し、令
和４年度では33回実施

説明会をオンライン化することにより、人との接触機会を
減少させ、新型コロナウイルス感染症感染対策を強化
参加者が移動困難と判断するコロナ渦において、抵抗感
を緩和して警察官採用募集活動を実施
遠方からも容易に参加できることから、他府県居住者に
対しても、採用募集活動が実施可能

71
ポストコロナ社会に対応する
情報基盤整備(WEB会議シ
ステム維持費)

①ポストコロナ社会に向けた警察業務のIT化、高度化を図るため、WEB会議システムを導入
②WEB会議システム維持に係る経費
③ライセンス使用料　165千円×12月＝1,980千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 1,980,000 1,980,000
県下警察署長会議、部長会議、業務担当者講習、業務システ
ム説明会等で活用
令和４年度は1,131回開催し、延べ人数24,536人が参加

WEB会議システムの活用により、コロナ渦において、各種
会議、研修及び教養等を安全かつ円滑に実施し、新型コ
ロナウイルス感染症対策を講じつつ、警察力を強化

72
警察WANシステムに係る電
気通信回線の増強

①新型コロナウイルス感染拡大により制限された中での対応や、ポストコロナ社会を見据えて、警察システムの機能向上による事
件・事故等への迅速かつ的確な対応を図るため、警察署及び警察学校の通信回線を増強
②通信回線増強費
③初期設定（工事費）5,533千円、回線利用料等498千円（合計6,031千円)
④警察署、警察学校

R5.1.25 R5.3.31 6,031,000 6,031,000
令和５年３月より、県下生田警察署等大規模署11拠点を20M
から30Mへ、東灘警察署等中規模署10拠点を10Mから20Mへ
増強

通信回線の増強により、圧迫状態によるデータの遅延が
解消され、WAB会議システムをはじめ、ネットワーク利用
業務が円滑かつ効率化され、警察力の強化と利便性が
向上

73
AI技術を活用した自動話者
識別システムの整備

①新型コロナウイルス感染拡大により制限された中での対応や、ポストコロナ社会を見据えて、ＡＩ技術を活用した犯人等判別の効
率化・高度化を図るため、自動話者識別システムを整備
②システムリース料
③１式、＠166,600円×1.10×5月＝917千円
④科学捜査研究所

R4.11.1 R5.3.31 916,000 916,000
令和４年11月より、Ai技術を用いて声紋鑑定を行う自動話者
識別システム（声紋鑑定機器）を県警科学捜査研究所に１式
導入整備

鑑定人による鑑定作業を、AI技術を用いた自動話者識別
システムを活用し鑑定することで、作業のl効率化・高度
化が図れ、鑑定所要時間の大幅な短縮が可能

74 職員採用PR動画の制作

①コロナ禍でのオンラインによる優秀な人材確保のため、職員採用ＰＲ動画を制作し、SNS等による広報力を強化
②PR動画制作費
③動画@473千円×5本
④兵庫県人事委員会

R4.8.24 R5.3.31 2,365,000 2,365,000

・多様で優秀な人材を確保することを目的に、県職員として働
く魅力ややりがいを写実的に表現した「兵庫県職員採用PR動
画」を制作。
※R元年度に作成し、R4年度は新たに5本の動画を作成。

これらの動画は大学等での説明会や企業主催の就職セ
ミナー等で使用しているほか、「ひょうごチャンネル」等に
アップし、広く発信している。
(R6.1.23現在　総再生回数59,959回)

75
キャッシュレス窓口端末の試
験設置

①現金、収入証紙で収納する手数料等のキャッシュレス納付を推進することにより、接触機会を減らし、コロナの感染を防止するた
め、キャッシュレス端末を試験的に設置して検証
②端末導入費、端末運用費、決済手数料、回線工事費
③端末導入費2,085千円、端末運用費514千円、決済手数料864千円、回線工事費946千円
④免許更新センター、県民情報センター等

R4.9.16 R5.3.31 4,408,251 4,408,251
県の行政窓口、施設等７箇所にクレジットカード、電子マネー、
コード決済が利用可能なキャッシュレス端末を試験導入。

現金、収入証紙で収納する手数料等のキャッシュレス納
付を推進することにより、接触機会を減らすことができ、
新型コロナウイルス感染症等の感染予防対策に寄与し
た。

76

新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金（地方負担
分）第5期※6月21日～7月
11日

①県の時短要請や休業要請に応じた飲食店等に対して事業者規模別に協力金を支給
②協力金（対象期間：6/21～7/11）
③支給期間：21日間、支給件数：3件、総支給想定額　：3,180千円（県負担：636千円）
　※内訳　即時対応：604千円　　通常分：32千円
④飲食店

R4.4.1 R5.2.8 32,000 32,000 支給件数：2件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。

77

新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金（地方負担
分）第8期※8月20日～9月
30日

①県の時短要請や休業要請に応じた飲食店等に対して事業者規模別に協力金を支給
②協力金（対象期間：8/20～9/30）
③支給期間：42日間、支給件数：3件、総支給：5,040千円（県負担：1,008千円※）
※内訳　即時対応：957千円　通常分：51千円
④飲食店

R4.4.1 R5.2.8 51,000 51,000 支給件数：3件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。

78

新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金（地方負担
分）第9期※10月1日～10月
21日

①県の時短要請や休業要請に応じた飲食店等に対して事業者規模別に協力金を支給
②協力金（対象期間：10/1～10/21）
③支給期間：21日間、支給件数：2件、総支給：975千円（県負担：195千円※）
※内訳　即時対応：186千円　通常分：9千円
④飲食店

R4.4.1 R5.2.8 9,000 9,000 支給件数：2件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。

79
新型コロナウイルス感染症
拡大防止協力金第10期

①県の時短要請や休業要請に応じた飲食店等に対して事業者規模別等により協力金を支給
②、③
【1/27～3/6の一部期間（対象：県内全域）】
■認証店（中小企業）
ア　通常、午後９時～翌朝午前５時まで営業する店舗が、午前５時～午後９時まで短縮し、かつ、酒類提供を午前11時～午後8時30
分まで短縮
〈支給単価〉　・売上高83,333円以下　25千円　・売上高83,334円超25万円以下　(前年等の1日あたり売上高)×0.3　・売上高25万円
超　75千円
イ　通常、午後８時～翌朝午前５時まで営業する店舗が、午前５時～午後８時まで短縮し、かつ、酒類の提供を終日しない
〈支給単価〉　・売上高7.5万円以下　30千円　　・売上高7.5万円超25万円以下　(前年等の1日あたり売上高)×0.4　・売上高25万円
超　100千円
■非認証店（中小企業）
ウ　通常、午後８時～翌朝午前５時まで営業する店舗が、午前５時～午後８時まで短縮し、かつ、酒類の提供を終日しない
〈支給単価〉　・売上高7.5万円以下　30千円　　・売上高7.5万円超25万円以下　(前年等の1日あたり売上高)×0.4　・売上高25万円
超　100千円
■大企業　※中小企業もこの方式を選択可
アに応じた場合
〈支給単価〉　１日当たりの売上高の減少額×0.4の額（上限20万円又は2019年から2021年までのいずれかの年の２月の1日当たり
の
売上高×0.3のいずれか低い額）
イに応じた場合
〈支給単価〉　１日当たりの売上高の減少額×0.4の額（上限：20万円）
  支給期間　　　　：39日間
　支給想定件数　：26,637件
　総支給想定額　：21,615,022千円（県負担：4,323,005千円）
④飲食店

R4.4.1 R5.2.8 4,323,494,800 4,323,494,800 支給件数：26,654件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。

80
中小企業等原油価格・物価
高騰対策一時支援金の支
給（R3予算分）

①新型コロナウイルス感染症の影響による原油価格等の高騰を受け運営が逼迫する中小法人・個人事業主等を支援するため、一
時支援金を支給
②支援金
③
・事業復活支援金(国制度)の受給者のうち売上減少率が50％以上の者および経営円滑化貸付(原油価格高騰対策、原材料価格高
騰対策)の利用者
中小法人22,698社×300千円＋個人事業主30,718社×150千円＝11,417,100千円
・事業復活支援金(国制度)の受給者のうち売上減少率が30％以上50％未満の者
中小法人6,420社×200千円＋個人事業主5,951社×100千円＝1,879,100千円
・事務費（補助先（団体）の当該事業実施にかかる委託費、人件費(※)、事務費等）　517,950千円　※団体職員であり、県職員でな
い。
④事業復活支援金(国制度)の受給者、経営円滑化貸付(原油価格高騰対策、原材料価格高騰対策)の利用者

R4.6.9 R5.3.31 6,691,502,721 6,691,502,721 支給件数：65,780件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。
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81
中小企業等原油価格・物価
高騰対策一時支援金の支
給（重点交付金分）

①新型コロナウイルス感染症の影響による原油価格等の高騰を受け運営が逼迫する中小法人・個人事業主等を支援するため、一
時支援金を支給
②支援金
③
・事業復活支援金(国制度)の受給者のうち売上減少率が50％以上の者および経営円滑化貸付(原油価格高騰対策、原材料価格高
騰対策)の利用者
中小法人22,698社×300千円＋個人事業主30,718社×150千円＝11,417,100千円
・事業復活支援金(国制度)の受給者のうち売上減少率が30％以上50％未満の者
中小法人6,420社×200千円＋個人事業主5,951社×100千円＝1,879,100千円
・事務費（補助先（団体）の当該事業実施にかかる委託費、人件費(※)、事務費等）　517,950千円　※団体職員であり、県職員でな
い。
④事業復活支援金(国制度)の受給者、経営円滑化貸付(原油価格高騰対策、原材料価格高騰対策)の利用者

R4.6.9 R5.3.31 1,207,336,279 1,207,336,279 支給件数：65,780件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。

82
燃油価格高騰に対する公共
交通等事業者への支援

①公共交通等事業者に対し新型コロナウイルス感染症の影響による燃油価格高騰に対する一時支援金を支給
②燃油価格高騰の影響を受けた経費
③トラック7千円/台、路線バス7千円/台、
　地域鉄道24千円/両、生活航路64千円/隻、
　タクシー4千円/台
④トラック事業者、路線バス事業者、地域鉄道事業者、生活航路事業者、タクシー事業者

R4.7.1 R5.3.31 305,472,000 305,472,000

公共交通等事業者に対し新型コロナウイルス感染症の影響に
よる燃油価格高騰に対する一時支援金を支給
・トラック263,840,000円、路線バス12,362,000円、
　地域鉄道3,687,000円、生活航路960,000円、
　タクシー24,623,000円

一時支援金の支給により、前年度比106.8%の事業者が
事業を継続できた。

83
地域公共交通新型コロナウ
イルス対応型運行への支援

①コロナ禍や新型コロナウイルス感染症の影響による燃料価格高騰の中、便数等を維持して運行に取り組む地域公共交通事業者
を支援
②乗車密度等に配慮した運行(航)に要する経費
③算定方法：運行(航)経費×（輸送力割合-輸送人員割合）-運行（航）期間に相応した国庫補助金収入
　負担割合：県1/4、市町1/4(任意随伴)、事業者1/2
  補助対象期間：２ヶ月分
④路線バス事業者、地域鉄道事業者、生活航路事業者

R4.7.1 R5.3.31 71,033,000 71,033,000

地域鉄道事業者、路線バス事業者及び生活航路事業者に対
し、２か月の運行経費を支援。
・バス：38,508,000円、鉄道：25,758,000円、
航路　1,163,000円

地域公共交通事業者が取り組む新型コロナウイルス感
染症対策としての便数等に配慮した運行に対し支援する
ことにより、利用者の感染リスクの軽減及び、事業者の
運行継続に寄与したことで、コロナ禍以前と比較して
101%の輸送力割合を維持した。

84
コロナ禍における燃油価格
高騰に対する生活衛生事業
者への支援

①新型コロナウイルス感染症の影響によるボイラー等に使用する燃油の高騰の影響が大きい業種に対し、一時支援金を支給
②支援金支給業務委託金及び支援金
③クリーニング店(取次店除く)640店×50千円＝32,000千円
一般公衆浴場事業者85店×100千円＝8,500千円
補助事業審査委託費等事務費7,925千円
④クリーニング店（取次店除く）、一般公衆浴場事業者

R4.6.9 R4.11.10 48,424,052 48,424,052
以下のとおり一時支援金を支給
・クリーニング店(取次店除く)640店×50千円
・一般公衆浴場事業者85店×100千円

案内を送付したクリーニング店の70％、一般公衆浴場の
89％の事業者に対し、一時支援金の支給により、燃油価
格高騰分を補填し、事業者の経営継続に寄与した。

85
コロナ禍における経営上の
課題に対する生活衛生事業
者への相談支援

①新型コロナウイルス感染症の影響による原材料等上昇分の円滑な価格転嫁などの経営上の課題に対応できるよう、経営コンサ
ル、税理士等の専門家派遣経費を支援
②経営特別相談員等への謝金、印刷費等
③謝金・旅費＝870千円（118件）
  チラシ作成費・郵送代=130千円（10,000枚）
④(公財)兵庫県生活衛生営業指導センター

R4.6.9 R5.3.31 407,546 407,546

新型コロナウイルス感染症の影響による原材料等上昇分の円
滑な価格転嫁などの経営上の課題に対応できるよう、経営コ
ンサル、税理士等の専門家の派遣支援を実施し、118件の相
談に対応

経営コンサル、税理士等の専門家の派遣により、事業者
の経営継続に寄与した。

86
燃油価格高騰に対する施設
園芸生産者の支援

①新型コロナウイルス感染症の影響による燃油価格高騰により影響を受けている施設園芸生産者に対し、省エネ機器等の導入を
支援
②省エネ機器等の導入支援
③ヒートポンプ、二重カーテン等の整備経費6,000千円×補助率1/2×10件＝30,000千円
④ＪＡ、農業者組織等

R4.8.9 R5.3.16 27,489,000 27,489,000
８の実施主体にヒートポンプ、二重カーテン、蓄熱資材を設置
した。

省エネ機器の導入等により、生産コスト低減している。
導入してから収穫まで１年経過していないため目標では
あるが、１例として2層カーテン導入により、15％程度の
省エネ効果を生産者が見込んでいる。

87
飼料価格高騰に対する畜産
業者の支援(a)一時支援金
の支給

①新型コロナウイルス感染症の影響による穀物の国際価格高騰や輸送コスト上昇等による飼料経費負担増への対応のため、飼料
価格高騰により影響を受ける県内畜産農家に対し、一時支援金を支給
②一時支援金
③県内畜産農家の基金補填対象数量等×（Ｒ３年度とＲ２年度の配合飼料の平均価格差×1/2相当）円＝911,725千円、事務費
2,721千円(人件費は交付対象団体の補助対象経費のみ)
④県内畜産事業者等

R4.7.12 R5.1.25 914,445,133 914,445,133 累計1,349件、総額911,724,706円支給

全国の農家戸数の対前年比がR3:△4.1％、R4:△4.6％と
減少幅が0.5ポイント悪化しているのに対し、県内では同
比R3:△4.6％、R4:△4.9%と0.3ポイントの悪化にとどまり、
飼料価格高騰の中、支援を行ったことで経営維持に寄与
した。

88
飼料価格高騰に対する畜産
業者の支援(b)自給飼料の
増産支援

①新型コロナウイルス感染症の影響による穀物の国際価格高騰や輸送コスト上昇等による飼料経費負担増への対応のため、県内
畜産農家が自ら実施する飼料生産等を支援
②自給飼料生産機器等の導入経費
③機器導入経費　補助率1/2（上限1,500千円）＝35,355千円（48件）
④県内畜産農家等

R4.8.31 R5.3.30 35,355,000 35,355,000 農家48戸に計48台の機械を支援
県内飼料作物の作付面積がR3:3,230ha、R4:3,420haと
190ha増加した。

89
県産木材価格高騰の影響を
受ける工務店への支援

①新型コロナウイルス感染症の影響に伴うウッドショック（輸入材木の供給不足等に起因して木材需給が逼迫する状況）による国産
木材価格高騰に起因した住宅着工戸数の減少で影響を受ける工務店を支援することで、当該助成金相当を建築主に対して還元
②住宅建築・リフォーム経費
③新築105戸×30万円～80万円＝66,500千円
リフォーム5戸×20万円＝1,000千円
広報費1,500千円
④県内に事業所を有する工務店のうち、県産木材を30％以上使用する住宅の新築工事または内装に県産木材を30㎡以上使用す
る住宅リフォーム工事を行う工務店

R4.6.22 R5.3.6 41,320,000 41,320,000
県産木造住宅の建築費補助件数：58件
県産木造住宅のリフォーム工事費補助件数：16件

木材価格高騰の影響による住宅着工戸数の減少が見込
まれるなか、県産木造住宅の建築費・リフォーム工事費
を補助することによ り、住宅における県産木材の利用拡
大に繋がった。

90

木質バイオマス発電用燃料
用材の安定調達に対するバ
イオマス発電用チップ生産
者への支援

①新型コロナウイルス感染症の影響によるウッドショックによる燃料用材の価格高騰に対応するため、一時支援金を支給
②燃料用材調達経費
③支援対象量68,250ｔ×（燃料用材調達コスト高騰額×1/2）＝103,000千円
④バイオマス発電用チップ生産者

R4.7.1 R5.3.10 25,236,000 25,236,000 燃料用材16,824tの調達経費を支援
林業事業体17者の参画を得て燃料用材の供給体制が強
化され、バイオマス発電用チップの安定供給に寄与し
た。

91
原油・資材価格高騰に対す
る漁業者の支援

①新型コロナウイルス感染症の影響による石油系漁業資材(漁網、ロープ等)の価格高騰に対応するため、一時支援金を支給
②漁業資材経費高騰相当額の1/2
③資材経費高騰額（R3燃油価格補填金✕17％）✕補助率1/2
④漁業経営セーフティネット加入者

R4.6.17 ####### 84,857,036 84,857,036 対象漁業者へ1,583件の一時支援金を支給した。
漁業資材の購入にかかる経費負担を軽減することがで
きた。

92
農業経営者の収入保険制
度への加入促進

①新型コロナウイルス感染症の影響による原油・飼料価格高騰の影響を受ける農業者に対し、不測の事態による収入減少に備える
ため、安定的な農業経営を支援
②収入保険に新規加入する個人保険料
③収入保険新規加入者340人×(保険料90千円×補助率1/2)≒16,000千円
④青色申告を行っている農業者で、収入保険に新規加入する者

R4.6.9 R5.3.31 9,088,000 9,088,000
農業経営収入保険に新規加入する際の加入者が負担する保
険料の一部として合計9,088千円を助成した。

農業者が負担する保険料の一部助成により新規加入者
313名を含む793名が加入（前年より約300名増）し、安定
的な農業経営の支援に寄与した。

93
中小企業新事業展開応援
事業

①コロナ禍の原油価格や物価高騰等の影響による売上減少等に対応するため、省エネルギーやコスト削減に資するため、省エネ設
備導入やそれらに付随する建物改修等を支援することにより、ポストコロナ社会を見据えたビジネスモデルの再構築や新たな事業
展開に取り組む県内中小企業者の支援を目的としている。

②省エネ設備導入費、建物改修費、設備費、システム導入費、広告宣伝費
(省エネ設備導入費が50％以上となること)

③補助金　＠680千円×150件＝102,000千円
　 事務費  ＠22.6千円×150件≒4000千円
　※事務費内訳　事務局委託費　　   　1,600千円
　　　　　　　　　　　 診断士協会審査費　2,400千円

④2022年度１月以降の任意の１カ月間の売上高が、2019年１月から2021年12月までの同月と比較して10％以上（付加価値額の場
合は15％以上）減少している事業者

R4.6.1 R5.3.31 62,985,000 62,985,000 補助件数：89件

コロナ禍の原油価格や物価高騰等の影響による売上減
少等に対応するため、省エネ設備導入やそれらに付随
する建物改修等を支援することにより、ポストコロナ社会
を見据えたビジネスモデルの再構築や新たな事業展開
に取り組む県内中小企業者の活性化が図れた

94
中小企業におけるサイバー
セキュリティ対策の強化

①新型コロナウイルス感染症の影響による価格体系の変化に適応するため、国・県・関係団体等が実施する既存の各種施策につな
ぐための意識啓発として、攻撃の驚異や対策の必要性、国等の各種支援策を紹介するPR動画・チラシを作成し、各種団体のHP・会
報への掲載、およびDM送付を実施
②③
PR動画作成費　3,600
7万会員×20円＝1,400
④県商工会議所連合会、県商工会連合会、県中小企業団体中央会、県中小企業家同好会

R4.7.26 R5.2.20 5,000,000 5,000,000

○動画の作成・公開
サイバー攻撃の脅威や対策の必要性等をPRする動画を４本
作成し、YouTubeで公開

○チラシ作成・ 配布
啓発チラシを作成し、県民局や県警をはじめ、県内市町、商工
会、商工会議所等へ送付

○その他広報
・YouTube TrueView広告、Facebook広告
・読売新聞兵庫県版半5段モノクロ

啓発動画・チラシにより、県警、商工会など経済団体を通
じた啓発に取り組み、県内中小企業のサイバー攻撃に対
する課題意識の醸成と対策の推進に寄与した。

95
県産農産物拡大応援事業
の実施

①新型コロナウイルス感染症の影響による輸入穀物などの価格高騰により県内事業者から増産要望が多い麦・大豆・飼料用米等
に転換を図る農業者を支援
②新たに麦・大豆・飼料用米等を作付けした場合の掛かり増し経費相当を補助
③対象面積478ha×5千円/10a≒23,879千円、市町事務費463千円(説明会等会場代、資料代、郵送・通信・振込手数料、検査費
用）
④麦・大豆・飼料用米等を新たに作付けする農業者

R4.11.1 R5.3.24 24,342,058 24,342,058

新たに作付けされた面積
・麦　　　　　 226ha
・大豆          60ha
・飼料用米　192ha

収益性の高い作物である麦、大豆、飼料用米への転換
により経営の安定化が図られる農業者が280人増加し
た。

96
障害者施設の授産商品認
知度向上による販売促進(a)
アンテナショップの設置

①原材料費の増加による工賃への影響を軽減するため、障害福祉サービス事業所で制作した授産商品の販売力の強化を目的とし
て、県内の授産商品（菓子・雑貨等）を一括して販売するアンテナショップを神戸に設置
②賃借料、人件費、光熱水費、消耗品費等
③1日あたり設置費用445千円×180日≓8,000千円
④障害福祉サービス事業所

R4.7.1 R5.3.31 8,000,000 8,000,000
取扱商品数：４０７
営業日数：１１０日

障害者施設の商品を幅広に周知できたとともに、一定の
売上げにより障害者の工賃向上に寄与できた。

97

障害者施設の授産商品認
知度向上による販売促進(b)
授産商品販売イベントの開
催

①原材料費の増加による工賃への影響を軽減するため、障害福祉サービス事業所で制作した授産商品の販売力の強化を目的とし
て、県内各地の賑わいの場において、複数の障害福祉サービス事業所による授産商品販売イベントを開催
②使用料、リース料、感染症対策費等
③開催費150千円×10箇所=1,500千円
④障害福祉サービス事業所

R4.7.1 R5.3.31 1,500,000 1,500,000 授産商品販売イベント参加事業所数：８３
障害者施設の商品を幅広に周知できたとともに、一定の
売上げにより障害者の工賃向上に寄与できた。

98

障害者施設の授産商品認
知度向上による販売促進©
インターネットショップ「＋ＮＵ
ＫＵＭＯＲＩ」の販売強化

①原材料費の増加による工賃への影響を軽減するため、障害福祉サービス事業所で制作した授産商品の販売力の強化を目的とし
て、「＋ＮＵＫＵＭＯＲＩ」の販売強化のため購入金額を問わず配送料を無料化
②配送料、消耗品費
③購入件数300件×配送料1,700円≓500千円
④障害福祉サービス事業所

R4.7.1 R5.3.31 500,000 500,000 販売点数：６４４
障害者施設の商品を幅広に周知できたとともに、一定の
売上げにより障害者の工賃向上に寄与できた。

99 子ども食堂の運営支援

①経済的な理由により十分に食事がとれない子供たちを支援する子ども食堂に対し、新型コロナウイルス感染症の影響による物価
高騰等により増加が見込まれる食材費等を支援
②食材費等運営経費
③月一回開催団体150団体×10千円＝1,500千円
　 月二回開催団体150団体×20千円＝3,000千円
　                               計4,500千円≒5,000千円
④子ども食堂運営団体

R4.6.1 R5.3.31 1,090,000 1,090,000
補助実績
　月一回開催：29団体
　月二回開催：40団体

子ども食堂の運営継続を補助することで、子どもたちの
居場所を守り、また、コロナ禍において悪化した家計の支
援につながった。

100
学校給食費等の負担軽減に
対する支援

①学校給食等を実施する県立学校において、新型コロナウイルス感染症の影響による物価高騰等に伴う保護者の負担軽減を図る
ため、学校給食費の増額分を支援
②学校給食等を実施する県立学校において、物価高騰等に伴い、保護者等が追加で負担することとなった学校給食費
③1食あたりの学校給食単価の増額分×対象児童生徒数×給食実施回数
【積算内訳】
(特別支援学校（給食）)
 14.94円×285人×137回＝583,333円
(特別支援学校（舎食）)
 16.36円× 22人×154回＝ 55,428円
(定時制高校（給食）)
  6.43円× 19人× 67回＝  8,186円
④県立学校のうち給食等実施校（特別支援学校25校、定時制高校17校）に在籍する児童生徒の保護者等

R4.4.1 R5.3.31 590,528 590,528
物価高騰等に伴う保護者の負担軽減を図るため、学校給食費
の増額分を特別支援学校７校、定時制高校２校に補助を実施

物価高騰による学校給食費の高騰分を補助することで
保護者の負担軽減に寄与した



No. 効果

うち交付金額

交付対象事業の名称 実施状況
事業
始期

事業
終期

総事業費事業の概要

101
検査機能の充実(b)高齢者
施設等の従事者に対する検
査の実施

①新型コロナウイルス感染症対策として、高齢者施設等の従事者に対する検査実施期間を延長するとともに、検査方法を抗原定性
検査（検査キットの配布）に変更、R4.12月以降は、国が県に配布する検査キットを活用
②施設従事者に対する検査費用
③(6～11月実績)@0.94千円×約901千人×1.1＝931,634千円
　(12～3月)@0.083千円×約3,860千キット×1.1≒352,366千円
④県内全域(政令市・中核市除く)の高齢者施設等の従事者

R4.6.9 R5.3.31 1,121,592,422 1,121,592,422
高齢者施設及び障害者支援施設等の従業者等に対し、抗原
定性検査を実施 検査件数：2979,566件

高齢者施設及び障害者支援施設等の従業者に対し、積
極的に検査を行うことで新たなクラスターの発生を抑制
し、地域に潜在する感染者を早期に発見することにより、
施設職員の不安解消や入所者家族等が安心できる施設
運営に寄与した

102
検査機能の充実(ｃ)高齢者
施設等におけるコロナ対策
研修の実施

①コロナ禍において、今後の感染再拡大に備え高齢者施設等の管理者や医療関係者等に対して、感染症発症時の初動対応・感染
防御方法、事例紹介等についてオンライン研修会を実施
②研修会開催経費
③講師謝金37千円、講師旅費15千円、オンライン配信委託料948千円
④施設等の管理者および配置医師、協力医療機関の医師等

R4.6.9 R5.3.31 848,708 848,708
高齢者施設等の管理者や医療関係者等に対して、感染症発
症時の初動対応・感染防御方法、事例紹介等についてオンラ
イン研修会を実施

高齢者施設等における感染症対応の体制整備に寄与し
た

103
ワクチン接種体制等の整備
(a)大学・専門学校等へのワ
クチン団体接種促進募集

①新型コロナウイルス感染症対策として、学生が接種しやすい環境を整備するため、大学等が自治体と連携して実施する団体接種
を支援
②大学・会場間(自治体が実施している接種会場)の送迎費用、連絡・調整を担う大学等の職員の人件費　等
③１千円×学生の接種回数85回＝85千円
④大学、短期大学、高等専門学校、専修学校　等

R4.4.1 R4.5.31 40,000 40,000
大学・接種会場間の送迎バス借上げを支援し、学生に新型コ
ロナワクチン接種を実施

送迎バスの運行により、学生40人に新型コロナワクチン
接種を実施した。

104
タクシー事業者感染防止対
策の支援

①新型コロナウイルス感染症対策として、タクシー事業者における一層の感染拡大防止対策を図るため、空気清浄機等の導入経費
を支援
③空気清浄機及びモニター120台、低濃度オゾン発生装置180台
④県内タクシー事業者

R4.7.1 R5.3.31 231,000 231,000
・地域公共交通を担うタクシー事業者が行う新型コロナウイル
スの感染拡大防止対策に要する経費を支援。
・空気清浄機32台、モニター32台

新型コロナウイルスの感染拡大防止対策により、利用者
の感染リスクの軽減及び運行継続に寄与したことで、前
年度比88.7%の事業者が事業を継続できた。

105
学校保健特別対策事業費
補助金

（学校等における感染症対策等支援事業）
①新型コロナウイルスへの感染防止を図るため、各学校が感染症対策を徹底しながら教育活動を継続するために必要な経費を支
援
②③
補助単価
  中・高校：規模に応じて900～2,700千円
　特別支援：3,600千円
　特支(高等部のみ)：1,800千円
事業費計：409,050千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 402,661,522 201,331,522
県立学校163校に、サーキュレーター、衛生用品、パーティショ
ン等、学校の感染症対策に必要な物品を整備

県立学校163校の感染リスクの低減に寄与し、学校教育
活動の継続及び幼児児童生徒の学びを保障することが
できた。

106
子育て支援対策臨時特例交
付金

（不妊に悩む方への特定治療支援事業に限る）
①新型コロナウイルス感染症の影響による不妊治療の経済的負担の軽減を図る
②特定不妊治療費
③R４年度実績見込み
11月末実績183,642千円＋今後見込み36,615千円（Ｒ３実績等を元に算出）×１／２（補助率）＝110,128千円
④特定不妊治療患者

R4.4.1 R5.3.31 293,294,654 99,067,654 不妊治療に要する費用の一部を負担し、961件に助成
不妊治療の経済的負担の軽減が図られ、コロナ禍にお
ける少子化対策に寄与した。

107
障害者総合支援事業費補
助金

（障害福祉分野のICT導入モデル事業に限る）
①新型コロナウイルス感染拡大防止を目的として、事業者が非接触、密回避等を図るためのICT導入に係る経費を補助する。
②ICT導入経費
③・障害福祉サービス事業者等に対する補助
　　上限1,000千円
　・補助率　国２／３　臨時交付金１／３
　・事業費:21,785千円
④障害福祉サービス事業所等

R4.2.1 R4.6.30 21,785,000 7,274,000 補助件数：32法人

ICTの導入経費の支援により、コロナ禍での県内施設・事
業所における生産性の向上を推進したほか、職員及び
利用者の新型コロナウイルス感染症の拡大防止に寄与
した。

108
障害者総合支援事業費補
助金

（生産活動拡大支援事業に限る）
①新型コロナウイルスの感染拡大等の影響を踏まえ、生産活動が停滞し減収となっている就労継続支援事業所に対し、生産活動
拡大に向けて必要な費用を支援し、利用者の賃金・工賃の確保を図る
②ア 新たな生産活動への転換等
　 イ  新たな販路開拓
　 ウ コンサル派遣等経営改善
　 エ 感染防止対策
③@39千円×1事業所＋@50千円×2事業所＋@223千円×1事業所＋@250千円×１事業所＝612千円
④就労継続支援A型、B型事業所

R4.1.1 R4.4.30 612,000 204,000 補助件数：５者

新型コロナウイルスの感染拡大等の影響を踏まえ、生産
活動が停滞し減収となっている就労継続支援事業所に
対し、生産活動拡大に向けた支援をすることにより、利用
者の賃金・工賃の確保に寄与できた。

109
ひょうごで食べようキャン
ペーン(県版GoToEat)

①コロナ禍において、物価高騰に直面する県民生活を支援するとともに、原材料調達コスト上昇の影響を受ける飲食店を支援する
ため、プレミアム付き食事券発行によるキャンペーンを実施
②商品券ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分、ｲﾍﾞﾝﾄ実施費、商品券･参加店ﾏｯﾌﾟの作成費
③ 一冊12,500円×28万冊＝35億円(販売価格10,000円、プレミアム率 25％)
④県民、県コロナ対策適正店のうちｷｬﾝﾍﾟｰﾝ登録店舗

R4.11.1 R5.3.31 591,188,718 591,188,718

○利用状況
１7万5,258セット販売（1セット12,500円分を10,000円販売）
21億9,072万5,000円販売
97,753名購入

コロナ禍において、物価高騰に直面する県民生活を支援
し、原材料調達コスト上昇の影響を受ける飲食店の事業
の継続を図った。

110
県産農産物購入への支援
(県内直売所における消費
拡大)

①コロナ禍において、食費高騰の影響を受ける県民を支援するとともに、肥料・燃料等の高騰で経営が圧迫されている生産者を支
援するため、県産農産物の購入支援・販売促進を実施
②金券ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分、直売所の販売促進・ＰＲ経費補助
③金券：１回2,500円の購入につき、500円の金券発行270,240千円（金券プレミアム分250,000千円、金券発行・管理20,240千円）、
販促･PR：参加店舗あたり上限35,000円×98店舗＝3,430千円、ラジオ広報935千円
④プラットフォーム(No.132参照)参画の直売所

R4.10.25 R5.2.28 231,317,418 231,317,418

 ・５５事業主体９７店舗が参加
・2,500円の購入につき500円の金券を発行（468,080枚）し、
418,720枚の金券が使用された
・販促・PRのためポスター掲示、チラシ配布、グッズ配布、声
かけ、試食イベント等を実施
・事業広報のため５箇所の直売所に取材し、ラジオ放送・Web
記事掲載（合計 53,240PV）

111
県産農産物購入への支援
(直売所プラットフォームの構
築)

①コロナ禍において、兵庫の美味しいものまとめサイト「御食国(みけつくに)ひょうご」に、各直売所のＳＮＳと連携したコンテンツを追
加し、情報発信を強化
②サイト改修経費
③サイト構築･調整500千円、更新講習会468千円
④県産農産物購入への支援(No.131参照)実施の直売所

R4.12.7 R5.2.28 968,000 968,000
・「御食国ひょうご」に７９店舗の情報を掲載
・インスタグラム講習会を開催し２２名参加

112
県産農産物購入への支援
(量販店における消費拡大)

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受けている県民を支援するため、県内量販店・卸売市場と連携し、県内量販店に県産農産
物コーナーを設置、県産品へのポイント上乗せ付与等、県産農産物フェアを実施
②PR資材費、広告･宣伝費、ポイント上乗せ分
③統一PR資材費207千円、量販店への補助：広告・宣伝費 3,583千円、ポイント上乗せ 1,959千円
④県民、対象店舗 延べ127店舗(5量販店)

R4.11.8 R5.3.15 5,748,399 5,748,399 ５量販店、延べ127店舗で県産フェアを実施
県産フェア実施時のポイント上乗せ対象商品の販売額が
最大２．３倍に増加し、消費者の購買意欲を喚起するとと
もに、生産者の営農継続に寄与した。

113
社会福祉施設等における光
熱費等高騰対策（高齢者施
設）

①コロナ禍において、光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制するとともに、報酬単価等が据え置かれている社会福
祉施設等が継続的・安定的にサービスを提供できるよう、エネルギー等の高騰分に対する一時支援金を支給
②一時支援金
③施設区分(入所･通所･訪問)及び定員等に応じて段階的に設定  (入所:50千円～、通所:18千円～、訪問:25千円)×約4,800施設
④特別養護老人ホーム等入所施設、訪問・通所サービス事業所等（いずれも地方公共団体が運営する施設含まず）

R4.10.1 R5.3.31 496,589,728 496,589,728 高齢者施設等3,685事業所に一時支援金を支給
光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制
するとともに、報酬単価等が据え置かれている高齢者施
設等の継続的・安定的なサービス提供に寄与した

114
社会福祉施設等における光
熱費等高騰対策（障害者施
設）

①コロナ禍において、光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制するとともに、報酬単価等が据え置かれている社会福
祉施設等が継続的・安定的にサービスを提供できるよう、エネルギー等の高騰分に対する一時支援金を支給
②一時支援金
③施設区分(入所･通所･訪問)及び定員等に応じて段階的に設定(入所:50千円～、通所:18千円～、訪問:25千円)×約2,200施設
④対象施設 障害者支援施設等入所施設、訪問・通所サービス事業所等（いずれも県営施設含まず）

R4.10.1 R5.3.31 138,984,083 138,984,083 補助件数：1,344者
光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制
するとともに、報酬単価等が据え置かれている社会福祉
施設等の継続的・安定的なサービス提供に寄与した。

115 R4.10.1 R5.3.31 172,685,784 172,685,784 34市町（682施設）に支給
物価高騰における光熱費、食材費等価格上昇分の一部
を支援することで、施設の安定的な事業継続に寄与し
た。

116
社会福祉施設等における光
熱費等高騰対策（その他施
設）

①コロナ禍において、光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制するとともに、報酬単価等が据え置かれている社会福
祉施設等が継続的・安定的にサービスを提供できるよう、エネルギー等の高騰分に対する一時支援金を支給
②光熱費、食料費等
③定員等に応じて段階的に設定(里親：10千円、入所:50千円～750千円)×約200施設
④児童養護施設、母子生活支援施設、保護施設等（いずれも県営施設含まず）

R4.10.1 R5.3.31 14,170,000 14,170,000 175施設等に補助金を交付した。
施設等の定員に応じて計12,770,000円を交付し、継続
的・安定的にサービスを提供することに寄与した。

117
抗原検査キットの配布と自
主療養制度の実施

①新型コロナウイルス感染症対策として、重症化リスクが低い有症状者に対して抗原検査キットを送付し、自己検査で陽性となった
方を登録する自主療養登録センターを設置
○キットの配布
県からの配送及び市町※による配布(庁舎での受取等)※独自制度を運用中の神戸市を除く
○自主療養登録センターの設置
業務内容 自主療養者の登録、自主療養証明書の発行　等
②キットの配布及び自主療養登録センターの設置にかかる経費
③
○抗原検査キットの配送及び自主療養センターの運営
　463,000千円
○市町等における抗原検査キットの配布補助
　102,000千円
○広報経費
　2000千円
④
○キットの配布
○自主療養登録センターの設置
登録対象者 2～59歳 かつ 基礎疾患等がない かつ 軽症･無症状の方

R4.4.1 R5.3.31 367,889,020 367,889,020

重症化リスクのある方が適切なタイミングで医師による診療・
治療が受けられるよう、軽症で重症化リスクの低い方が医療
機関に行かなくても検査できる体制の構築
配布キット数：約18万キット

重症化リスクのある方が適切なタイミングで医師による
診療・治療が受けられるよう、軽症で重症化リスクの低い
方が医療機関に行かなくても検査できる体制の構築し、
医療ひっ迫の軽減に寄与した。

118
施設園芸燃料(LPｶﾞｽ)価格
高騰に対する生産者への支
援

①コロナ禍における原油等価格高騰に伴うＬＰガス価格高騰の影響を受ける施設園芸生産者に対し、一時支援金を支給
②一時支援金
③高騰額の1/2相当
④県内施設園芸農家等

R4.8.1 R5.3.31 12,217,605 12,217,605 LPガス使用農業者（法人）22件に支援金を交付。
LPガス高騰の影響を受けた農業者（法人）に、高騰分の
50%相当を補填することで、燃料費高騰の負担を緩和し
た。

119
粗飼料価格高騰に対する酪
農家への支援

①コロナ禍における輸入価格高騰に伴う粗飼料価格高騰の影響を受ける県内酪農経営体に対し、粗飼料価格高騰分に対する一時
支援金を支給
②一時支援金
③県内酪農経営体のR3.11～R4.10までの生乳出荷実績数量×(R3.7～R4.6まで一年間とR2年度の粗飼料の平均価格差を乳量1kg
に換算した価格の1/2相当)=191,459千円、事務費34千円
④県内酪農家等

R4.10.18 R5.1.20 191,492,756 191,492,756 計198件、総額191,459,014円支給

全国(都府県）の酪農家戸数の対前年比がR3:△4.7％、
R4:△6.7％と減少幅が2ポイント悪化しているのに対し、
県内では同比R3:△5.7％、R4:△6.9%と1.2ポイントの悪化
にとどまり、粗飼料価格高騰の中、支援を行ったことで経
営維持に寄与した。

120
公共交通等事業者に対する
省エネ化への支援

①コロナ禍における燃油価格高騰の影響を受ける公共交通等事業者に対し、省エネ性能に優れたエコタイヤの購入費用を支援
②低燃費タイヤ、ロングライフタイヤの購入に要する経費
③補助単価
　・路線ﾊﾞｽ事業者 22,500円/本〔上限 135,000円/台〕
　・ﾀｸｼｰ事業者 4,000円/本〔上限 16,000円/台〕
　・ﾄﾗｯｸ事業者 5,000円/本〔上限　20台未満： 3万円/台　20台以上：60万円/事業者〕
④路線バス事業者、タクシー事業者、トラック事業者

R4.10.18 R5.1.20 440,962,500 440,962,500

・公共交通等事業者に対し、省エネ性能に優れたエコタイヤの
購入費用を支援。
・バス：131,837,500円、タクシー：44,778,000円、トラック：
264,347,000円

エコタイヤ購入費用の支援により、前年度比106.8%の事
業者が事業を継続できた。

121 発熱外来の拡充支援

①流行期の発熱患者の受入体制を強化するため、診療時間の延長(２時間以上)や休日診療などの診療機能を拡大する発熱外来
や臨時外来等を支援
②診療時間延長協力金
③40千円/日
　 発熱外来：@40×900箇所×20日＝720,000千円
　 臨時外来：@40×40箇所×30日＝48,000千円
④発熱外来、臨時外来等

R4.10.1 R5.3.31 394,560,000 394,560,000
流行期において、診療時間の延長(２時間以上)や休日診療な
どの診療機能を拡大する発熱等診療検査医療機関（495か
所）に対しかかり増しとなる運営経費を支援（40千円/日）。

医療機関の協力により流行期において発熱患者の受入
体制を強化できた。

・金券の配布により、来客数は前年比４%増加（約12万人
増）、客単価は前年比５%増加（約80円増）、売上は前年
比９％向上し（合計442,447千円増）となり、生産者の経営
継続に寄与した。
・各直売所の販促・PR、ラジオ広報、プラットフォームによ
る情報発信強化等によって、来客数増加に寄与した。

①コロナ禍において、光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制するとともに、報酬単価等が据え置かれている社会福
祉施設等が継続的・安定的にサービスを提供できるよう、エネルギー等の価格高騰分に対する一時支援金を支給
②【私立幼稚園分】光熱水費・食材費・ガソリン代・教材費等
【民間の事業者が運営する保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業所、認可外保育施設、放課後児童クラブへの支援
分】市町が実施する民間の事業者が運営する保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業所、認可外保育施設、放課後児
童クラブに対する光熱費等の高騰対策支援に要する経費
③施設区分(入所･通所･訪問)及び定員等に応じて段階的に設定(入所:50千円～、通所:18千円～、訪問:25千円)×約825施設
④【私立幼稚園分】私立保育所・認定こども園、放課後児童ｸﾗﾌﾞ、私立幼稚園等、【民間の事業者が運営する保育所、幼保連携型
認定こども園、地域型保育事業所、認可外保育施設、放課後児童クラブへの支援分】市町

社会福祉施設等における光
熱費等高騰対策（保育施設

等）



No. 効果

うち交付金額

交付対象事業の名称 実施状況
事業
始期

事業
終期

総事業費事業の概要

122 抗原検査キットの確保

①新型コロナとインフルエンザの同時検査キットを県が確保し、流通ひっ迫時医療機関に配布するとともに、新型コロナ検査キットを
事前備蓄(8万キット→32万キット(約４倍))
②検査キット購入費
③
○医療機関配布分:85,140千円
　　9万ｷｯﾄ(発熱外来1,800×50ｷｯﾄ)
○有床者への県民配布用備蓄：30,800千円
    7万ｷｯﾄ(第7波配布並)
○流通逼迫時の県民配布用備蓄：74,800千円)
    17万ｷｯﾄ
④医療機関、県民

R4.12.29 R5.2.14 190,740,000 190,740,000 検査キットの確保（３３万キット）
検査キットの流通ひっ迫に医療機関、県民へ配布可能な
体制を整備できた。

123 夜間救急外来の強化

①流行期にコロナ患者や疑い救急患者に対し、夜間に検査・診断処置を実施する救急医療機関を支援
②協力金
③12千円/人・日×23,000人＝276,000千円
④救急医療機関

R4.12.7 R5.3.31 70,044,000 70,044,000 66団体に補助

新型コロナウイルス感染症及び季節性インフルエンザの
流行期として県が指定する期間において、新型コロナウ
イルス感染症患者等に対して、夜間救急対応として、検
査・診断・処置を行う医療機関に対して、人件費等運営に
関する経費を支援することにより、夜間救急体制の確保
を図った。

124
妊婦対応入院医療体制の
強化

①流行期にコロナに感染した妊婦の分娩に対応する入院医療機関を支援
②協力金
③ 300千円/人×300件＝90,000千円
④入院医療機関

R4.12.28 R5.2.14 11,400,000 11,400,000 15団体に補助

新型コロナウイルス感染症及び季節性インフルエンザの
流行期として県が指定する期間において、新型コロナウ
イルス感染症患者の分娩対応を行う機関に対して、人件
費等運営に要する経費を支援することにより、コロナ患
者の周産期医療体制を確保した。

125
医療機関等における物価高
騰対策

①新型コロナウイルスの感染拡大による物価高騰等の影響を緩和し、継続的・安定的に医療を提供できるよう、医療機関等に対し
て、光熱費の上昇分を支援
②物価高騰対策一時支援金
③（支援金）
　　　有床施設 20千円/床×64,476床≒1,290,000千円
　　　無床施設 50千円/施設×20,044施設≒1,002,000千円
　　(事務費） 5千円×20,392施設≒102,000千円
④病院、診療所、歯科診療所、助産所、訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ、薬局、施術所　等〔約20,000ヶ所〕

R4.12.28 R5.2.14 1,976,094,415 1,976,094,415 医療機関：11,201団体、薬局：2,600ヵ所に補助

新型コロナウイルスの感染拡大による医療機関等におけ
る物価高騰等の影響を一時支援金の支給により緩和す
ることで、継続的・安定的に医療を提供できる体制の構
築に寄与した。

126
生活困窮者等に対するフー
ドサポート体制の充実強化

①新型コロナウイルスや物価高騰等の影響を受ける生活困窮者やヤングケアラー等に対して、行政・福祉関係機関・民間企業・地
域団体が連携して食品配布などのサポートを行うための体制構築を支援
○事業内容
　 ・連携体制推進会議の設置(ひょうごフードサポートネット(仮称))
　　　〔1,000千円〕
 　　関係機関の連携により中長期的にも持続可能な支援体制の構築
     (連絡会議の開催、食品募集等広報、食品提供事業者の開拓 等)
　 ・市区町社協の体制整備(市区町社協への補助)〔10,000千円〕
 　　食品確保ﾙｰﾄの拡充、食品管理体制の充実、
　　 冷蔵庫等備品購入費　等
②③・連携体制推進会議の設置(ひょうごフードサポートネット(仮称))〔1,000千円〕
・市区町社協の体制整備補助 200千円×50市区町社協=10,000千円
④物価高騰等により食品支援を必要とする生活困窮者、ヤングケアラー、市区町社協

R4.12.13 R5.3.31 5,668,000 5,668,000
・ひょうごフードサポートネット（連携体制推進会議）の開催
（R5.2.2）
・24市町社協へ体制整備のための補助を実施

より効果的な支援団体の連携関係を構築することによ
り、新型コロナウイルスや物価高騰等の影響を受ける生
活困窮者等の食料支援に寄与した。

127
地場産業等におけるLPガス
価格高騰対策

①コロナ禍における製造コストに占めるＬＰガス料金の割合が特に高い地場産業を中心とした事業者に対して、ＬＰガス価格高騰に
対する支援を実施
②支援金
③ＬＰガス使用量に応じて50千円～1,000千円
④粘土かわら製造業、陶磁器・同関連製品製造業〔淡路瓦、丹波立杭焼等〕

R4.12.16 R5.3.31 16,911,866 16,911,866
製造コストに占めるLPガス料金の割合が特に高い粘度川原
製造業、陶磁器・同関連製品製造業50者に対して、LPガスの
使用量に応じた支援金を支給

原油高・物価高騰による原材料費や光熱費などの必要
経費が増加している地場産業事業者の事業継続に寄与
した。

128
農業水利施設における電気
料金高騰対策

①農業水利施設を管理する土地改良区等に対し、電気料金高騰による影響を緩和するため、土地改良事業で造成した農業水利施
設における電気料金高騰分の一部を支援
②一時支援金
③補助率　1/2
支援内容：令和4年4月から令和4年10月分の使用電力量（kwh）×0.9×燃料費調整単価差額×1/2以内
　※燃料費調整単価差額：令和4年度と連和3年度同月の燃料費調整単価差額
　各施設毎（標準規模）の高騰額により算定
　揚水機場 215,983円/箇所×744箇所×1/2=80,345千円
　排水機場  11,981円×20箇所×1/2＝119千円
  頭首工　 　5,141円×462箇所×1/2＝1,187千円
  ダム　　　 4,211円×19箇所×1/2＝40千円
  合計　82,000千円
④農業水利施設を管理する土地改良区等

R5.1.31 R5.3.31 11,817,000 11,817,000
揚水機場等の農業水利施設を管理する土地改良区等185団
体に電気料金高騰分の一部を支援

揚水機など農業水利施設の維持管理に係る経費を支援
することにより継続的な営農に寄与した

129 地域女性活躍推進交付金

①新型コロナウイルスの感染拡大により、望まない孤独・孤立で不安を抱える女性や解雇など様々な困難・課題を抱える女性の社
会との絆・つながりの回復を支援する。
②③
・SNS等による相談、居場所づくり経費　11,300千円
・県立男女共同参画センターとNPO等の連携強化経費　3,431千円
④NPO法人等民間団体、地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 14,730,920 1,718,000

・コロナ禍で孤独や孤立により不安や困難を抱える女性を支
援するため、下記事業等を実施
・SNS相談（相談件数：342件）
・オンライン居場所（参加者数：80 人）
・生理用品の無料配付（配付数：4,054パック）

相談支援や居場所づくり等を行うことで、様々な困難・課
題を抱える女性の社会との絆・つながりを回復することが
できた。

130
地域就職氷河期世代支援
加速化交付金

（ミドル世代・シニア世代就労支援窓口の設置）
①就労相談窓口の設置や面接練習等の実践的な就職支援を行うことで、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた不安定就労者
の正規雇用化を促進する。
②③
　就労相談窓口運営費　5,868千円
　実践的就職支援にかかる実施経費　131千円
　企業とのミニマッチング開催費　144千円
④就職氷河期世代

R4.4.1 R5.3.31 4,824,511 1,206,128
コロナ禍において、専門的な就労相談を実施する窓口を設置
し、個々の求職者に応じたきめ細かな対応を行うことにより、
不安定就労者の正規雇用化を促進

相談者(ミドル世代)1,804人のうち44名を就職につなげ、
コロナ禍での就職活動に寄与した。

131
地域就職氷河期世代支援
加速化交付金

（おためし企業体験事業 in HYOGO）
①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた就職氷河期世代の求職者等に対し、県内企業をおためし体験できる機会を提供する
ことにより、求職者の適性に合った企業への就職を支援する。
②③
　事業費　8,760千円
　企業インセンティブ（訓練経費、研修実施費）　2,100千円
④就職氷河期世代

R4.4.1 R5.3.31 9,114,000 2,278,500
コロナ禍において、実際に県内企業をおためしで職場体験で
きる機会を提供することにより、求職者の適性に合った企業へ
の就職を支援

体験者196人のうち7人を就職につなげ、コロナ禍での就
職活動に寄与した。

132
地域就職氷河期世代支援
加速化交付金

(就職氷河期世代等就労支援プログラム(氷河期交付金補助裏分）)
①新型コロナウイルス感染症の影響を受けた就職氷河期世代の未就職者の就職活動を支援するため、企業面接準備研修や就労
体験等を行い、正規雇用につなげる人材育成プログラムを実施
②③
人件費（報酬、共済費等）：4,879千円
研修費、紹介料等：8,107千円
④就職氷河期世代の未就職者（委託）

R4.4.1 R5.3.31 7,782,303 1,945,576
コロナ禍における就職氷河期世代の就職活動を支援するた
め、企業面接準備研修や就労体験を行い、正規雇用につなげ
る人材育成プログラムを実施（プログラム参加者：22人）

プログラム参加者のうち16名を次の就職先につなげ、そ
のうち8人は正規雇用で採用され、コロナ禍での就職活
動に寄与した。

133
地域就職氷河期世代支援
加速化交付金

（地域就職氷河期世代支援加速化交付金）
①コロナ禍における就職氷河期世代の起業希望者等を支援
②起業に関する経費 ：事務所開設費、専門家経費等を補助
③上限100万円×20件(空き家を活用した起業の場合は上限200万円)
④有望な事業計画を有し県内で起業する就職氷河期世代の者

R4.4.6 R5.3.31 7,736,865 1,934,216 9件の創業を支援
就職氷河期世代の方々の幅広い就業環境選択、自己実
現及び地域経済の活性化に寄与

134
地域就職氷河期世代支援
加速化交付金

（氷河期世代向け合同企業説明会事業）
①合同企業説明会や企業情報提供の場を提供し、県内企業の魅力を知ってもらい、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた就
職氷河期世代と県内企業のマッチングを図る。
②、③合同企業説明会の開催、回数1回（企業30社）
4,215千円
④就職氷河期世代

R4.4.1 R5.3.31 4,215,000 1,054,000
コロナ禍において、就職氷河期世代の求職者等に対し、「ひょ
うご応援企業」などの県内企業の魅力を知ってもらうための合
同企業説明会を実施（参加企業30社）

参加者125名のうち17人が正規雇用で就職が決まり、コ
ロナ禍での就職活動に寄与した。。

135 R4.4.1 R5.3.31 917,715,000 305,905,000
2864施設においてマスク、消毒液、空気清浄機など感染防止
のための物品を購入。

利用者及び職員の新型コロナウイルス感染拡大防止及
に寄与した。

136 R4.4.1 R5.3.31 1,141,098 377,000
乳児家庭全戸訪問事業又は養育支援訪問事業に係る新型コ
ロナウイルス感染症対策に係る費用の一部を負担し、市町に
対し、前者は５市、後者は２市に助成

乳児家庭全戸訪問事業・養育支援訪問事業に係る新型
コロナウイルス感染症対策支援に寄与した。

137 R4.4.1 R5.3.31 18,087,000 6,029,000 74施設においてICT機器の導入を実施。
コロナ禍での業務の効率化、事業者の負担軽減に寄与
した。

138 R4.4.1 R5.3.31 0 0 実績なし 実績なし

139
地域少子化対策重点推進
交付金

①コロナ禍において孤立しがちな子育て家庭等を支援
②委託料、賃金、謝金、旅費、需用費、通信費等
③【少子対策ネットワーク構築事業】委託料450千円、【父親の子育て参画事業】委託料1,500千円、需用費（啓発資材等）50千円、
【ひょうご子育て相談等事業】賃金（保育士）5,878千円、謝金410千円、旅費229千円、需用費（チラシ等）・PCリース料650千円、通
信費・保険料1,350千円
④【少子対策ネットワーク構築事業】子育て世帯、高校生・大学生等、【父親の子育て参画事業】県内企業・事業所等、【ひょうご子育
て相談等事業】在宅育児世帯

R4.4.1 R5.3.31 9,736,764 4,868,764
お見合い件数2,520件、婚活イベント参加者数1,907人

コロナ禍によって出会いの機会が減少した結婚を希望す
る男女に対して、新マッチングシステム等を活用し出会い
の場を提供した。

140
地域少子化対策重点推進
交付金

①コロナ感染拡大等により婚姻数が減少する中、結婚を希望する男女を支援
②委託料
③【ひょうご出会いサポートセンター新マッチングシステム導入事業】委託料27,400千円【共家事（トモカジ）促進事業】委託料3,000千
円
④【ひょうご出会いサポートセンター】結婚を希望する県民、【共家事（トモカジ）促進事業】子育て世帯

R4.4.1 R5.3.31 30,376,335 10,125,335

実施主体の一般社団法人全国保育士養成協議会（（保育士試
験事務センター）及び社会福祉法人日本保育協会（登録事務
処理センター）において、手続きのオンライン化のためのシス
テム開発の2か年のうち初年度分を実施。

受検申請手引きの取り寄せに関してオンライン化（R４前
期試験分から）され、接触機会の低減等による新型コロ
ナウイルスの感染拡大防止に寄与した。

子ども・子育て支援交付金

（放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業を除く）
ア　新型コロナウイルス感染症対策支援事業
①事業を継続的に実施していくために必要な経費のほか、事業所等の消毒に必要となる経費等を支援
②職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施していくために必要な経費（研修受講、かかり増し経費等）・マスク、
消毒液や感染症防止備品購入
③補助基準額150千円～500千円　補助予定2,799箇所　（国1/3 県1/3 市町1/3）
④児童クラブ・保育所・ファミリーサポートセンター、市町等

イ 感染症対策のための改修
①感染症対策のための簡易な改修にかかる経費を支援
②新型コロナウイルス感染症等の感染症対策のために必要となる改修や設備の整備等
③補助基準額1,000千円　補助予定222箇所　（国1/3 県1/3 市町1/3）
④児童クラブ・保育所・ファミリーサポートセンター、市町等

（放課後児童クラブ等におけるＩＣＴ化推進事業に限る）
①新型コロナウイルス感染拡大防止を目的として、事業者が非接触、密回避等を図るための業務のICT化を推進するとともにオンラ
イン研修に必要な経費を支援
②ICT環境整備経費、研修のオンライン化に必要なシステム導入経費
③補助基準額500千円　補助予定96箇所（国1/3 県1/3 市町1/3）
④放課後児童クラブ、放課後子ども教室、市町等

子ども・子育て支援交付金



No. 効果

うち交付金額

交付対象事業の名称 実施状況
事業
始期

事業
終期

総事業費事業の概要

141
新型コロナウイルス感染症
セーフティネット強化交付金

①新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮される方々等の多様な支援ニーズに対応するとともに、その支援体制の強化
に向けて、都道府県を中心とした取組を包括的に支援する ことを目的とする。
②委託料、補助金等各事業に必要な経費
③ア 新型コロナウイルス感染症に対応した自殺防止対策事業90,899千円
対面相談（4,607千円）電話・SNS相談（67,292千円）人材養成（2,000千円）普及啓発（16,000千円）自死遺族・自殺未遂者支援
（1,000千円）
イ 保護施設等の衛生管理体制確保支援事業（6,000千円）
衛生用品等の緊急調達事業【15施設】（5,000千円）、衛生環境改善事業500千円×２施設
ウ 保護決定等体制強化事業3,104千円
生活保護相談対応職員配置
エ 生活困窮者自立支援の機能強化事業10,847千円
自立相談支援体制の強化（7,000千円）住まいに関する相談支援体制の強化（3,847千円）
④ア NPO法人等
イ 保護施設
ウ 加古川健康福祉事務所
エ 自立支援事業所等

R4.4.1 R5.3.31 107,017,903 26,755,903

ア 新型コロナウイルス感染症に対応した自殺防止対策とし
て、下記事業を実施。
・いのちの電話への活動補助
・夜間・休日に「兵庫県いのちと心のサポートダイヤル」を実施
　（電話18,660件、LINE電話1,228件）
・検索連動型広告の実施（広告表示回数365,611件）
・LINE公式アカウント「いのち支える」での情報発信（友だち登
録7,900人）
・普及啓発（啓発カード作成、新聞・ラジオ広告等）
・女性のための生きることｻﾎﾟｰﾄ相談（電話相談件数1,195件）
・経済問題等による心の悩み相談（電話相談件数1,339件）
・自死遺族地域支援者研修（計２回、72名参加）
・薬剤師のための自殺ﾊｲﾘｽｸ者対応力向上研修（計４回、521
名参加）
イ 感染防止対策のためのかかりまし経費（衛生用品・感染症
対策に要する備品）について、計２団体に対して補助。
ウ 生活保護に関する相談件数の増加が想定されることから、
会計年度任用職員を配置。
エ-1 自立相談支援機関の相談体制を強化。
エ-2 新型コロナウイルスの影響により、生活に困窮し、住まい
を失った又はその恐れのある方に対して、アパート等への入
居支援や定着支援を行う。

ア コロナ禍におけるさらなる自殺者数増が危惧される
中、ｺﾛﾅ情勢を踏まえた事業が実施できた。
イ 新型コロナウイルスの感染防止対策を徹底したうえで
の、事業の継続に寄与した。
ウ 新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮さ
れる方々の支援に寄与した。
エ-1 相談支援員を２名増員し、生活に困窮する方々へ
の支援に寄与した。
エ-2 20名の利用申込があり、全員に支援を実施した。

142
児童福祉事業対策費等補
助金

（新型コロナウイルスの感染拡大防止を図る事業、児童養護施設等の感染防止対策のための相談・支援事業及び一時保護所及び
児童養護施設等における医療連携体制強化事業に限る）
①
(1)児童養護施設等における感染拡大の防止のため、マスクの購入や消毒に必要となる経費の他、個室化改修に要する経費等を支
援する
(2)保護者が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に感染し、その保護者以外に養育できる親族等がいない要保護児童発生時に、即時対応できる
ようにサテライト施設5室を設置
②(1)マスク等購入費、消毒経費、広報・啓発経費、個室化改修費、業務の継続実施に必要な経費
(2)賃貸料
③(1)児童福祉入所施設@2,000千円×32箇所=64,000
　　　地域小規模児童養護施設・ﾌｧﾐﾘｰﾎｰﾑ等@500千円×23箇所
　　　児童家庭支援センター@150千円×6箇所
　　　里親@150×140家庭=21,000
　　　計97,400千円≒98,000千円
(2)@11千円×5室×12ヵ月≒1,000千円
④(1)児童養護施設、乳児院、母子生活支援施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、婦人保護施設、自立援助ホーム、ファ
ミリーホーム、児童家庭支援センター、里親、児童相談所一時保護所、婦人相談所一時保護所
(2)サテライトで設置する一時保護所

R4.4.1 R5.3.31 78,114,828 39,057,414

【児童養護施設等】
　・児童養護施設等のオンライン環境整備18箇所
　・児童養護施設等に空気清浄機を設置12箇所
　・児童養護施設等の個室化改修４箇所
　・児童養護施設等のマスク等備品購入49箇所
【こども家庭センター・一時保護所】
　・一時保護所の洗面を自動水栓化28箇所
　・一時保護所男子トイレ小便器を自動水栓化８箇所
　・一時保護所の居室等に網戸を設置61箇所
　・一時保護所におもちゃ消毒器を１個
　・こども家庭センターに空気清浄機を追加設置１個
　・こども家庭センターに消毒液等を設置４センター

施設等に計67,598,000円を交付し、新型コロナウイルス
感染拡大防止や児童のオンライン授業等に寄与した。

143
児童福祉事業対策費等補
助金

（新型コロナウイルスの感染拡大防止を図る事業、児童養護施設等の感染防止対策のための相談・支援事業及び一時保護所及び
児童養護施設等における医療連携体制強化事業に限る）
①感染発生等の緊急時の応援調整等を行うコーディネーターを設置。
②報酬、活動費(PC等ﾘｰｽ・通信費・旅費）
③報酬2,340千円、活動費@55千円×12月＝660千円
④中央こども家庭センター、一時保護所

R4.4.1 R5.3.31 2,233,613 1,116,807
中央こども家庭センターに１名配置
（Ｒ4.4.1～Ｒ5.3.31）

医療機関だけでなく、各こども家庭センターや施設との連
携等もスムーズに行え、コロナウイルス感染症の感染拡
大防止に寄与した。

144
保育対策総合支援事業費
補助金

（保育所等業務効率化推進事業（保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業）に限る）
①保育士資格取得・登録に係る手続のオンライン化を推進することにより、保育士試験の受験申請及び保育士登録の申請等を行う
者の利便性の向上を図る。
②オンラインに よる手続を可能とするために必要なシステム改修や構築等に係る費用
③厚生労働省が国庫基準額について、総事業費44,726千円を各都道府県の令和2年度の保育士試験受験者数で按分して算出（兵
庫県の基準額1,885千円）
④社会福祉法人日本保育協会

R4.4.1 R5.3.31 1,885,000 943,000

実施主体の一般社団法人全国保育士養成協議会（（保育士試
験事務センター）及び社会福祉法人日本保育協会（登録事務
処理センター）において、手続きのオンライン化のためのシス
テム開発の2か年のうち初年度分を実施。

受検申請手引きの取り寄せに関してオンライン化（R４前
期試験分から）され、接触機会の低減等による新型コロ
ナウイルスの感染拡大防止に寄与した。

145 母子保健衛生費補助金

（新型コロナウイルス感染症の流行下における妊産婦総合対策事業、幼児健康診査個別実施支援事業、産後ケア事業を行う施設
における感染拡大防止対策事業に限る。）
①継続かつ安定的に母子保健事業を実施する。
②妊婦へのPCR検査費、寄り添い支援活動費
③@20×200人見込み
④妊婦等

R4.4.1 R5.3.31 3,621,290 1,810,645
妊婦へのPCR検査に要する費用の一部を負担し、226件に助
成

妊婦の新型コロナウイルス感染症に対する不安解消に
つながり、安心した出産に寄与した。

146
障害者総合支援事業費補
助金

（障害福祉分野のロボット等導入支援事業に限る）
①障害福祉の現場における生産性の向上、職員の負担軽減、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ロボット等の導入を支援
②ロボット等導入経費
③障害福祉サービス事業者等に対する補助
　　上限2,100千円（障害者支援施設）
　　上限1,500千円（グループホーム）
　　上限1,200千円（その他事業所）
　　計７施設、事業所に補助
　・補助率　国２／３　臨時交付金１／３
④障害福祉サービス事業所等

R4.4.1 R5.3.31 10,900,000 3,637,000 補助件数：６法人
ロボットの導入経費の支援により、コロナ禍での県内施
設・事業所における生産性の向上を推進したほか、職員
及び利用者の新型コロナウイルス感染防止に寄与した。

147
障害者総合支援事業費補
助金

（新型コロナウイルス感染症に係る障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続支援事業に限る）
①障害福祉サービス等事業所・障害者支援施設等が、関係者との緊急かつ密接な連携の下、感染機会を減らしつつ、必要な障害
福祉サービスを継続して提供できるよう、通常の障害福祉サービスの提供時では想定されない、かかり増し経費等を支援
②感染症対策のためのかかりまし経費、コーディネート機能確保にかかる経費
③所要額134,186千円（施設種別単価×事業所数）
④障害福祉サービス事業所等

R4.4.1 R5.3.31 118,275,000 39,425,000
補助件数：196者
コーデディネート委託：３団体

通常の障害福祉サービスの提供時では想定されないか
かり増し経費等を支援することで、必要な障害福祉サー
ビスの継続的な提供に寄与した。

148
学校保健特別対策事業費
補助金

（学校等における感染症対策等支援事業）
①新型コロナウイルスへの感染防止を図るため、各学校が感染症対策を徹底しながら教育活動を継続するために必要な経費を支
援
②③
補助単価
 　特別支援：3,600千円
④地方公共団体

R4.4.1 R5.3.31 3,600,000 1,800,000
新設特別支援学校に、空気清浄機、衛生用品、保健室仕切り
カーテン等、学校の感染症対策に必要な物品を整備

新設特別支援学校の感染リスクの低減に寄与し、学校
教育活動の継続及び児童生徒の学びを保障することが
できた。

149 文化芸術振興費補助金

（文化施設の活動継続・発展等支援事業に限る）
①博物館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインを踏まえ、感染対策事業・空調設備等の改修・増設事業を実施し、
コロナ禍における適切な施設運営に資する。
②消毒液及び抗菌便座
③44千円（消毒液5ℓ×15箱）、1,118千円（抗菌便座45台）
④美術館

R4.4.1 R5.3.31 1,165,010 581,000
来館者の感染対策として、消毒液(5ℓ)16箱を購入、トイレ便座
45台を抗菌化

感染防止対策に必要な消耗品の確保および便座の抗菌
化により、適切な施設管理が図られた。

150 文化芸術振興費補助金

（文化施設の活動継続・発展等支援事業に限る）
①博物館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインを踏まえ、配信等環境整備事業を実施し、コロナ禍における適切な
施設運営に資する。
②映像及び音声配信等に必要な配信機材
③1,450千円（アンプ×2台、シグナルプロセッサー×1台、ボリュームコントローラー×1台、変換アダプター×1台、スイッチングＨＵＢ
×1台、ワイヤレス受信機×2台、チューナーユニット×4台、ミキサー×1台、配信用ＰＣ×2台、ワイヤレスマイク×1台）
④人と自然の博物館

R4.4.1 R5.1.31 1,468,401 725,000

アンプ2台、シグナルプロセッサー1台、ボリュームコントロー
ラー1台、変換アダプター1台、スイッチングＨＵＢ1台、ワイヤレ
ス受信機2台、チューナーユニット4台、ミキサー1台、配信用Ｐ
Ｃ2台、ワイヤレスマイク1台を購入

新型コロナウイルス感染防止対策やアフターコロナ対策
として、配信等環境整備を実施し、オンラインセミナーを
開催することで、非来館型の利用が促進に繋がった。

151 文化芸術振興費補助金

（文化施設の活動継続・発展等支援事業に限る）
①博物館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインを踏まえ、感染対策事業を実施し、コロナ禍における適切な施設運
営に資する。
②消毒液、ハンドソープ、ペーパータオル等
③450千円（手指消毒剤×1個、手指消毒剤詰替5ℓ（3本入）×3本、手指層読剤詰替5リットル×16本、ハンドソープ詰替4リットル×6
個、ハンドソープ24本、ペーパータオル42パック、消毒用エタノール5リットル×30本、手指消毒剤1箱、手指消毒剤詰替5リットル×4
本）
④コウノトリの郷公園

R4.4.1 R5.1.31 458,554 225,000

来館者の感染対策として、手指消毒剤(10本入り)2箱、手指消
毒剤詰替(5ℓ)3本、手指消毒剤詰替(5ℓ)20本、ハンドソープ詰
替(4ℓ)6個、ハンドソープ24本、ペーパータオル42パック、消毒
用エタノール(5ℓ)30本を購入

感染防止対策に必要な消耗品の確保により、コロナ禍に
おける適切な施設運営が図られた。

152 文化芸術振興費補助金

（文化施設の活動継続・発展等支援事業に限る）
①博物館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインを踏まえ、感染対策事業・配信等環境整備事業を実施し、コロナ禍
における適切な施設運営に資する。
②アクリル板、消毒液等の消耗品及び映像及び配信等に必要な配信機材
③408千円（アクリル板×2種類、消毒液10本、ウエットティッシュ40個）、192千円（マイクスピーカー×2台）
④歴史博物館

R4.4.1 R5.1.13 624,961 300,000
来館者の感染対策として、アクリル板2種類、消毒液10本、ウ
エットティッシュ80個、マイクスピーカー2台を購入

感染防止対策に必要な消耗品の確保により、コロナ禍に
おける適切な施設運営が図られた。

153 文化芸術振興費補助金

（文化施設の活動継続・発展等支援事業に限る）
①博物館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドラインを踏まえ、感染対策事業を実施し、コロナ禍における適切な施設運
営に資する。
②消毒液、手袋、フェイスシールド等の消耗品
③1,000千円（アルコール製剤4リットル×80個、プラスチック手袋100枚入り×80箱、ポリエチ手袋100枚入り×30箱、フェイスシール
ド10枚入り×20個、ウエットティッシュ詰替120個、アルコールタオル210枚入り×20個、ペーパータオル5箱、アルコール製剤5リット
ル×40個）
④考古博物館

R4.4.1 R5.1.26 1,022,450 500,000

来館者の感染対策として、アルコール製剤(4ℓ)80個、プラス
チック手袋(100枚入)80箱、ポリエチ手袋(100枚入)30箱、フェイ
スシールド(10枚入)20個、ウエットティッシュ詰替120個、アル
コールタオル(210枚入)20個、ペーパータオル5箱、アルコール
製剤(5ℓ)40個を購入

感染防止対策に必要な消耗品の確保により、コロナ禍に
おける適切な施設運営が図られた。

154 文化芸術振興費補助金

（文化施設の活動継続・発展等支援事業に限る）
①県立芸術文化施設において、感染防止対策を強化し、コロナ禍における適切な施設運営に資する。
②アルコール消毒液などの消耗品のほか、空気清浄機などの感染防止対策に必要な物品
③・顔表面温度測定器
　　＠49,335円×3台＝148,005円
　・空気清浄機
　　＠114,400円×3台＝343,200円
  ・空気清浄機
　　@85,800円×6台=514,800円
　　所要額1,006千円(うち12,005円は現年予算利用)
④兵庫陶芸美術館

R4.4.1 R5.1.13 994,000 497,000
兵庫陶芸美術館に設置
・顔表面温度測定器　3台
・空気清浄機　　　　　9台

適切な感染対策を講じることで、施設利用者の安心、安
全の確保につながった。

155
地域鉄道持続化支援費補
助

①新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、外出自粛等による乗客数の大幅減に加え、燃油価格高騰の影響を受けていることから、
沿線自治体と協調して京都丹後鉄道の存続のための支援。
②コロナ感染拡大に起因した減収
③支援対象経費×路線按分8/11×県負担割合7.6%×県市負担割合1/2
④WILLER TRAINS㈱

R4.4.1 R5.3.31 1,461,000 1,461,000

・新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、外出自粛等の影響
による乗客数の大幅減により、運行会社の収入が大きく減少
したことに加え、燃油価格高騰の影響を受けていることから、
沿線自治体と協調して京都丹後鉄道の存続のため減収に対
して支援。
・兵庫県支援額：1,461,000円

沿線自治体と協調して新型コロナウイルス感染症拡大に
よる減収に対して支援することにより、コロナ禍以前に相
当する定期外運輸収入を確保（100％）し、京都丹後鉄道
の事業継続に寄与した。

156
中小企業等原油価格・物価
高騰対策一時支援金の支
給（物価高騰分 ）

①新型コロナウイルス感染症の影響による原油価格等の高騰を受け運営が逼迫する中小法人・個人事業主等を支援するため、一
時支援金を支給
②支援金
③
・事業復活支援金(国制度)の受給者のうち売上減少率が50％以上の者および経営円滑化貸付(原油価格高騰対策、原材料価格高
騰対策)の利用者
中小法人22,698社×300千円＋個人事業主30,718社×150千円＝11,417,100千円
・事業復活支援金(国制度)の受給者のうち売上減少率が30％以上50％未満の者
中小法人6,420社×200千円＋個人事業主5,951社×100千円＝1,879,100千円
・事務費（補助先（団体）の当該事業実施にかかる委託費、人件費(※)、事務費等）　517,950千円　※団体職員であり、県職員でな
い。
④事業復活支援金(国制度)の受給者、経営円滑化貸付(原油価格高騰対策、原材料価格高騰対策)の利用者

R5.2.1 R5.3.31 5,914,157,085 5,914,157,085 支給件数：65,780件
地域経済の基盤である県内事業者の事業継続を支援す
ることで、地域経済の回復に向けた活動へと繋げた。



No. 効果

うち交付金額

交付対象事業の名称 実施状況
事業
始期

事業
終期

総事業費事業の概要

157
ひょうごフィールドパビリオン
等PR事業

①コロナ禍で需要が大きく消失した観光産業の成長を図るため、大阪・関西万博(R7)を見据え、観光資源や産業基盤等の価値を広
く国内外にプロモーションする。
②プロモーション活動に要する費用
③ＰＲ素材作成関連費：10,000千円
④県内外の来訪者、県内観光事業者、地場産業等地域活動者　等

R4.6.9 R5.3.31 9,952,984 9,952,984

フィールドパビリオンのコンテンツを伝えるための動画を５コン
テンツ抽出し、全体的なフィールドパビリオンのイメージを伝え
る動画２本と、各コンテンツの魅力を端的に伝える動画５本を
制作。併せて、販促グッズ等を作成するとともに、在日ツアー
オペレーター等を活用したモニターツアーを実施するなどで、
プロモーションを展開。

動画やモニターツアー等で、実際に体験してもらうこと
や、その動画を伝えることで、フィールドパビリオンの施
策周知を図るとともに、フィールドパビリオンの魅力をわ
かりやすく伝えることができた。

158
ひょうごフィールドパビリオン
SDGs体験型地域プログラム
磨き上げ事業

①ポストコロナを見据え、観光誘客の促進を図ることを目的に、外国人に伝わりやすい資格素材を有効活用するため、非言語マニュ
アルを作成する。
②、③非言語マニュアル作成関連費　3,921千円
④インバウンド、県内観光事業者、地場産業等地域活動者　等

R4.6.7 R5.3.31 3,870,900 3,870,900

インバウンド向けに言語に頼らない意思伝達手法として、非言
語マニュアルを作成。作成に当たっては、県内のフィールドパ
ビリオンコンテンツ６箇所を事例によい点や評価できるところな
どをわかりやすく説明を付した。

近年の傾向からインバウンドが増加する中で、迎え入れ
たいが、英語ができないこと等を理由にインバウンドを敬
遠しているフィールドパビリオンのプレイヤーに対して、ピ
クトグラムや既存のアプリを活用することで必要な意思疎
通が図れることをわかりやすく示すことができた。

159 デュアルモニター整備事業

①新型コロナウイルス感染症対策として、人と直接接する「紙」に触れる機会を減らし、テレビ会議等を活用したポストコロナ時代の
新しい働き方にも対応するため、PCにもう一台モニターをつけるデュアルモニター体制を構築するためのサブモニターを導入する。
②サブモニター導入経費
③サブモニター　31,588千円
④兵庫県

R4.12.5 R5.3.31 22,802,054 22,802,054
本庁職員が利用するパソコンのためのサブモニターを1,610台
導入

サブモニターの導入により、人と直接接する「紙」に触れ
る機会を減らし、ペーパレス会議、テレビ会議等を活用し
たポストコロナ時代の新しい働き方へ対応が可能となっ
た。

160
警察手数料への電子納付シ
ステムの導入

①新型コロナウイルス感染拡大により制限された中での対応や、ポストコロナ社会を見据えて、警察使用料を電子納付の対象に追
加することにより、県民の利便性向上を図る
②電子納付システム対応端末整備費、LAN配線作業費
③端末整備費：4,256千円、配線作業費：12,474千円
④県下警察署（46署）、警察本部

R5.2.10 R5.3.31 13,519,000 13,519,000

警察手数料のうち、道路使用許可手数料等電子納付が可能
と判断した手数料について、電子納付システムでの手数料納
付を実施するため、令和５年３月に警察本部及び46警察署に
おいて、電子納付対応環境を整備

新型コロナウイルス感染拡大や各感染症等の拡大に際
して、その予防の観点に加え、収入証紙に限定されてい
た手数料の納付方法に新たな納付方法が加わったこと
で、県民の手数料納付についての利便性が向上

161
警察常任委員会等ICT化事
業費

①新型コロナウイルス感染拡大により制限された中での対応や、ポストコロナ社会を見据えて、警察常任委員会等の県議会に必要
な各種会議資料のペーパーレス化を図る
②タブレット導入費、ソフトウェア費
③タブレット・タッチペン等及びソフトウェア購入費等（24式）：4,241千円
④警察本部

R4.11.8 R5.3.31 3,629,000 3,629,000
警察常任委員会等の議会において、議会資料のペーパーレス
化を図るため、令和５年３月にタブレット端末24台等を整備

ペーパーレスによる用紙代の経費節減ができるほか、会
議ではタブレットに保存したデータを使用するためデータ
を印字する必要がなく、持ち運びが可能であることから業
務負担の軽減が可能

162
児童虐待にかかる電子通告
システム整備費

①新型コロナウイルス感染拡大により制限された中での対応や、ポストコロナ社会を見据えて、児童相談所への通告方法を電子化
することにより、業務の合理化・効率化を図る
②オンライン共有HDD整備費、工事費、回線利用料
③HDD整備費：341千円、工事費99千円、回線利用料：６千円
④警察本部

R5.3.7 R5.3.31 362,000 362,000
令和５年３月に、警察署から県の児童相談所への通告を電子
化するために必要なシステムを１式整備

通告業務を電子化することで、警察署から児童相談所へ
の通告書類の持込業務を合理化し、通告の非接触化が
可能となり、新型コロナウイルス感染症防止に寄与

163
コロナ禍における県職員採
用活動の強化

①コロナ禍における県職員採用活動の強化
②就職サイト掲載料
③1970千円（６サイト掲載）
④兵庫県人事委員会

R5.2.17 R5.3.10 1,970,900 1,970,000

○転職サイト掲載
　・「プレミアチケット120」（エン・ジャパン(株)）
　・「エン転職」（エン･ジャパン(株)）
　・「マイナビ転職」（(株)マイナビ）
　・「リクナビＮＥＸＴ」（(株)リクルート）
○就職支援サイト掲載
　・「クローバーナビﾞ」（(株)ジェイ･ブロード）
　・「キャリタス就活エントリープラン」（(株)ディスコ）

受験者確保が厳しい状況の中、転職サイト及び就職支援
サイトへの掲載等により、受験者が前年度より11％増加
した。

164
コロナ禍における災害対応
のリモート化

①南海トラフ巨大地震や巨大台風など大規模で広範囲に及ぶ自然災害時に、新型コロナウイルスの影響により遅延する現場対応
について、テレワーク等で遠方から非接触による支援を行い、早期復旧を図る。
②機器購入費
③遠隔カメラ及び骨伝導ヘッドセット50基（163千円/セット)
④兵庫県

R4.7.26 R5.3.31 5,665,000 5,665,000
土木事務所・港管理事務所へウェアラブルカメラ及び骨伝導
ヘッドセットを50セット配備

タブレット端末と併用し、現場支援、現場見学会等をオン
ラインで実施

165
農業大学校ネットワーク環
境整備

①県立農業大学校の校舎・寮及び実習等関係施設や実習ほ場とのネットワーク環境を整備し、コロナ禍でのリモートでの授業やICT
を活用した栽培や飼養管理等を実践する。
②校内無線アクセスポイントの設置
③アクセスポイント設置費 3,000千円
④兵庫県立農業大学校

R5.2.17 R5.3.23 2,797,300 2,797,300

屋外無線ＬＡＮ環境整備
　無線ＡＰ　６台、ＨＵＢ　１台、ルーター　１台、
　インジェクター　２台　を設置
学生寮無線ＬＡＮ環境整備
　無線ＡＰ　９台、ＨＵＢ　３台　を設置

寮内無線ＬＡＮの整備により、新型コロナウイルス等によ
る学生の体調不良時でもタブレット端末で授業を受ける
ことができるようになったほか、　屋外無線ＬＡＮの整備に
より、牛の様子をＷＥＢカメラで確認できることにより、分
娩に適切な介助ができ、新生子牛の予後不良によるR5
年度の死亡は0件となった。（前年度は予後不良による死
亡3件）

166
粗飼料価格高騰に対する酪
農家への追加支援

①コロナ禍における輸入価格高騰に伴う粗飼料価格高騰が継続しているため、県内酪農経営体に対し、粗飼料価格高騰分に対す
る一時支援金を支給
②一時支援金
③県内酪農経営体の４ヶ月分の生乳出荷実績数量×(R4.7～R4.10までの期間とR2年度の粗飼料の平均価格差を乳量1kgに換算し
た価格の1/2相当から先に交付した粗飼料価格高騰に対する酪農家への支援単価を引いた価格)=145,509千円、事務費34千円
④県内酪農家等

R5.3.1 R5.3.31 145,542,540 145,542,540 計198件、総額145,508,798円支給

全国(都府県）の酪農家戸数の対前年比がR3:△4.7％、
R4:△6.7％と減少幅が2ポイント悪化しているのに対し、
県内では同比R3:△5.7％、R4:△6.9%と1.2ポイントの悪化
にとどまり、粗飼料価格高騰の中、支援を行ったことで経
営維持に寄与した。

167
新型コロナウイルス感染症
セーフティネット強化交付金

①新型コロナウイルス感染症や物価高騰等の影響により生活に困窮される方々等への支援体制の強化に向けて、都道府県を中心
とした取組を包括的に支援し、多様な支援ニーズへの対応を図ることを目的とする。
②委託料、補助金等各事業に必要な経費
③ア 生活困窮者自立支援の機能強化事業（相談員配置）　2,001千円
④ア 自立支援事業所等、生活困窮者

R5.3.1 R5.3.31 2,000,000 500,000 自立相談支援機関の相談体制を強化。
相談支援員を２名増員し、生活に困窮する方々の多様な
支援ニーズに対応した。

168
保育対策総合支援事業費
補助金

（保育環境改善等事業（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）に限る）
①認可外保育施設において、新型コロナウイルスの感染拡大を防止する観点から、施設が購入した感染防止用の備品等の購入に
要する経費等を補助する。
②職員が感染症対策の徹底を図りながら業務を継続的に実施するために要した費用
③補助基準額150千円×240施設（県内全施設数）
④認可外保育施設

R4.4.1 R5.3.31 17,398,000 8,699,000
認可外保育施設（135施設）に対して、新型コロナウイルス感
染症対策に係るかかり増し経費やマスク・消毒液などの購入
経費について補助。

認可外保育施設における新型コロナウイルス感染症対
策の徹底が図れた。

169
発熱等診療医療機関の設
置
（年末年始運営支援）

①新型コロナウイルス感染症の年末年始中における外来医療体制を強化するため、年末年始に発熱患者の診療を行う発熱等診療
検査医療機関及び薬局に対し、かかり増しとなる運営経費を支援
②年末年始に発熱患者の診療を行う発熱等診療検査医療機関及び薬局に対し運営経費を支援
③15千円/日×3,133件
④医療機関・薬局

R4.4.1 R5.3.31 43,245,000 43,245,000
年末年始に発熱患者の診療・検査を行う発熱等診療検査医療
機関（531カ所）、薬局（約900カ所）に対し、かかり増しとなる運
営経費を支援（15千円/日）

医療機関・薬局の協力をえて、年末年始の診療・検査体
制を維持できた。

170
ワクチン接種促進に向けた
啓発強化事業

①新型コロナウイルス感染症対策として、11月中旬から12月末までをワクチン接種強化期間と位置づけるなど、若者をターゲットに
したワクチン接種の啓発を実施
②動画放映やラジオでの啓発経費
③動画放映費　7,691千円、ラジオ経費　1,309千円
④兵庫県民

R4.12.29 R5.1.3 7,167,490 7,167,490

・バス車内、街頭ビジョン12ヶ所において、30秒の新型コロナ
ワクチンの接種啓発動画を放映。
・県職員のラジオ出演により、接種啓発の呼びかけ。
・ラジオCMの放送により、接種啓発の呼びかけ。

接種啓発動画の放映を、駅のデジタルサイネージや街頭
ビジョンで行うとともに、ラジオCM等による接種検討の呼
びかけを行うことで、若者をターゲットにしたワクチン接種
の啓発に寄与した。

171
宿泊施設の健康管理体制
の整備

新型コロナ感染症患者の軽症者や無症状者が療養する宿泊療養施設の健康管理体制を整備（健康管理のソフトウェア使用料）
①宿泊療養施設における入所者の健康観察等に利用し、入所者の安全安心を図る。
②健康管理のソフトウェア使用料
③年間使用料見込み 1,500千円
④直執行

R4.11.22 R5.3.30 1,474,990 1,474,990 健康管理を行うためのソフトウェア使用料を支援
健康管理アプリの導入により、宿泊療養施設の健康管理
体制が整備され、接触機会の低減等による新型コロナウ
イルスの感染拡大防止に寄与した。

172 実習時PCR検査支援事業

①新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、職業に関する学科等を設置する県立学校において、実習の際に生徒等受入れ先とな
る施設からＰＣＲ検査の実施を求められ経済的な負担を強いられる等の支障が生じていることから、ＰＣＲ検査実施にかかる経費を
支援
②生徒等受入に当たって実習施設から求められて発生するＰＣＲ検査（抗原検査含む）費用（一人あたり上限10,000円）
③県立高校（２校）：517千円
　県立特別支援学校（１校）：20千円
④職業に関する学科等を設置する県立学校
（ 県立高校49校、県立特別支援学校７校）

R4.4.1 R5.3.31 531,760 531,760
実習に係るＰＣＲ検査実施費を県立学校２校、特別支援学校２
校に支援

実習の際に必要となるPCR検査費用を支援することで経
済的負担の軽減に寄与した

173
県立文化体育館本館空調
自動制御機器更新工事

①県立文化体育館における新型コロナウイルス感染症の影響による施設利用の中止を防ぎ、安心安全な施設利用を提供できるよ
うに、適切な温度調整及び換気対策として空調自動制御機器の工事を実施する。
②県立文化体育館本館の空調自動制御機器修繕費用
③改修工事費13,207千円
④指定管理者

R4.7.1 R5.3.31 13,207,000 13,207,000 県立文化体育館本館の空調自動制御機器の工事を実施
適切な温度調整及び換気対策が可能となり、利用者の
安心安全な施設利用に寄与した

174
県立文化体育館スポーツ館
事務室空調機更新工事

①県立文化体育館スポーツ館事務室内の空調機を工事することで、職員及び施設利用者への新型コロナウイルス感染拡大を防止
し、安心安全な施設利用を提供する。
②県立文化体育館スポーツ館の事務室空調機修繕費用
③改修工事費2,751千円
④指定管理者

R5.2.28 R5.3.31 2,751,000 2,751,000 県立文化体育館スポーツ館事務室内の空調機を更新
職員及び施設利用者への新型コロナウイルス感染拡大
を防止し、安心安全な施設利用に寄与した

175
県立円山川公苑第２艇庫の
シーリングファン及び換気扇
取付工事

①県立円山川公苑第2艇庫の換気対策を徹底することで、施設利用者への新型コロナウイルス感染拡大を防止し、修学旅行等の
団体利用も含め、安心安全な施設利用を提供する。
②県立円山川公苑の第２艇庫換気設備の取付工事費用
③取付工事費961千円
④指定管理者

R5.2.28 R5.3.31 827,640 827,640 県立円山川公苑第二艇庫に換気設備を設置
施設利用者への新型コロナウイルス感染拡大を防止し、
安心安全な施設利用に寄与した

176
電子図書館サービス購入事
業

①新型コロナウイルス蔓延に伴う外出自粛等に対応するため、電子図書を導入し、コロナ禍における適切な施設運営に資する。
②電子書籍コンテンツ及び導入のためのシステム改修
③57,615千円（電子書籍3,200コンテンツ）、385千円（システム改修）
④図書館

R5.2.28 R5.3.31 57,999,699 57,999,699
電子書籍6,236コンテンツ導入、電子書籍導入のための図書
館システム改修

新型コロナウイルス蔓延に伴う外出自粛等の対応やアフ
ターコロナにおいてネットワーク通信が増える中、電子書
籍の導入により、非来館型利用が促進した。

177 収蔵庫空調設備整備事業

①新型コロナウイルス感染予防の観点から実験室の空調設備を更新し、適切な施設運営に資する。
②空調機器
③2,723千円（設備費及び工事費）
④人と自然の博物館

R4.12.1 R5.3.31 2,989,800 2,723,000 研究員用の実験室4室の空調更新
空調の更新により、感染予防が図られ、研究環境の適正
化が図られた。

178
県立学校衛生環境整備事
業

①新型コロナウイルス感染防止対策として、空調の更新、便器の洋式化等の衛生環境の改善
②空調の更新、便器の洋式化、手洗い場等の非接触化、給排水管、換気設備の更新等改修費用
③空調改修工事　144,076千円
　トイレ改修工事　36,295千円
　調理室・厨房等改修工事　27,996千円
　手洗場等改修工事　10,647千円
　その他改修工事　15,520千円
④県立高等学校、特別支援学校

R4.12.1 R5.3.7 234,950,255 234,534,000
新型コロナウイルス感染防止対策として、県立学校において、
空調改修工事52件、トイレ改修工事23件、調理室等改修工事
18件、手洗場等改修工事8件、その他改修工事45件を実施

左記の工事を実施し、県立学校の衛生環境の改善を
図った。

179 旅券事務所減収補填分

①新型コロナウイルス人流抑制に伴い旅券業務を支援する
②旅券発行に係る委託業者支援
③支援額73,441千円
④委託業者

R4.4.1 R5.3.31 58,040,000 58,040,000
新型コロナウイルスの影響に伴う人流抑制に伴い業務を支
援。

コロナ禍での円滑な旅券発行事務の継続につながった。



No. 効果

うち交付金額

交付対象事業の名称 実施状況
事業
始期

事業
終期

総事業費事業の概要

180
ローカルエアーで結ぶ地方
観光のネットワーク化事業

①コロナ禍により、「密を避ける観光」への需要が急拡大していることから、約3分で機内の空気が外部の空気と入れ替わる航空機
を活用し、ローカルエアーで結ぶ地方観光のネットワーク構築を目指す。
②③
・共同ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ　　　　    4,500千円
　　　連携先訪問　　　    @200×2回
　　　FDA機内誌連携 　    @500×2回
　　　機内誌製作費用　 　 @200×2回
　　　ｵｳﾝﾄﾞﾒﾃﾞｨｱ運営費　　    1,260
　　　SNSﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ費用　　 　  　900
　　　ｺﾝﾃﾝﾂｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ費用　　　   540
・ｻﾐｯﾄ開催　　　　　   　  　900千円
④（公社）ひょうご観光本部

R4.4.1 R5.3.31 5,400,000 5,400,000

・アンバサダー登録数：10,635人
・観光アンバサダーに対して、新型コロナウイルス感染防止に
配慮した観光情報の発信を毎月（12回）実施
・オンラインを加えた就航地連携観光サミットを開催（１回）

観光アンバサダーに対して、ローカルエアーを利用した
安全・安心な観光情報を発信し、連携先との相互誘客の
促進に寄与した。

181
観光WEBサイト充実強化事
業

①コロナ禍による観光需要の変化を的確に把握し、ニーズに沿った観光情報を効果的に発信するため、双方向情報発信可能で利
便性の高い機能を有する情報プラットフォームを構築する。
②HPの機能充実、アクセス向上等に係る経費
③
・双方向型機能の充実  4,356千円
　(1)ｸﾁｺﾐ記事の取材 　1,650
　(2)ｸﾁｺﾐ記事の編集 　506
  (3)WEB・SNS広告 　2,200
・ｱｸｾｽ向上関連 1,250千円
・ 保守･運用 2,394千円
④（公社）ひょうご観光本部

R4.4.1 R5.3.31 8,000,000 8,000,000

・兵庫県公式観光サイト「HYOGO！ナビ」に新型コロナウイル
ス感染防止に配慮した観光情報ページを作成し、安全・安心
な観光情報の発信を実施

新型コロナウイルスの感染防止対策を含む観光情報を
発信し、県内観光需要の喚起とPRに寄与するとともに、
前年度を上回る閲覧数を獲得した。

182
観光地域づくり人材育成事
業

①コロナ禍により打撃を受けた観光業界の再生と今後の成長を支援するため、観光協会等が実施する観光人材確保に向けた取組
への支援等を行う。
②③
・観光実務人材確保・育成事業　7,000千円
　　プロモーション費　973
　　事例集印刷・広報費　1,827
　　就職説明会出展費　1,749
　　学生向け視察・体験会開催費　1,052
　　就職支援セミナー開催費等　1,399
・中核観光人材育成支援事業　2,200千円
　　先進地視察費　570
　　オンラインセミナー開催費　1,220
　　広報費　410
・芸術文化観光専門職大学との連携事業　1,000千円
　　団体補助@1,000×２
④（公社）ひょうご観光本部

R4.4.1 R5.3.31 8,924,592 8,924,592
観光人材確保に向けたプロモーション、学生向けフィールド
ワーク(計5回)やセミナー、人材定着に向けた研修会（計9回(う
ちオンライン1回)）等の事業を実施

観光人材確保に向けた旅館・宿泊業をはじめとする観光
産業のイメージアップに寄与した。

183
神戸ルミナリエ2022代替事
業の開催

①神戸ルミナリエ2022が新型コロナウイルス感染症の影響で中止となったことから、ルミナリエ作品「ロソーネ」を分散展示する等、
新型コロナウイルス感染防止に配慮しながら、震災の犠牲者の鎮魂と来年の開催への希望を込めた代替事業を実施
　・実施内容　街を彩る光の装飾等
　・主　　催　神戸ルミナリエ組織委員会
　・実施時期　令和4年12月
　・負担割合　県：神戸市＝１：２
②、③
　・所要経費　15,000千円
　　　　　　　(総事業費：45,000千円)
④神戸ルミナリエ組織委員会

R4.4.1 R5.3.31 12,215,969 12,215,969
期間：令和４年12月９日～18日（10日間）
展示：作品やパネル等８箇所

新型コロナウイルス感染症の拡大に配慮しつつ、阪神・
淡路大震災の犠牲者への鎮魂と大震災の記憶を語り継
いでいくことに寄与した。

184
スキー場周辺地域における
誘客促進支援の実施

①１月下旬までの雪不足の影響や電気料金高騰によるコスト高を踏まえ、コロナ禍での需要回復を図るため、スキー場周辺地域の
誘客促進に向けた事業を支援
②イベント、プロモーション、人工造雪機・降雪機・リフト等のランニング経費、割引券・クーポンの発行　等　に要する経費
③ ・スキー場運営主体（大規模）あたり5,000千円×4運営主体
 ・スキー場運営主体（その他）あたり4,000千円×11運営主体
④但馬・播磨地域の対象スキー場が存する観光協会

R4.10.31 R5.3.31 64,000,000 64,000,000 施設の割引やPR等の実施にかかる費用を支援：７観光協会 各種割引やPRにより、スキー場の誘客に寄与した。


